
平成27年11月宮崎県定例県議会

総務政策常任委員会会議録

平成27年12月３日～４日

場 所 第２委員会室





- 1 -

平成27年12月３日（木曜日）

午前10時３分開会

会議に付託された議案等

○議案第１号 平成27年度宮崎県一般会計補正

予算（第３号）

○議案第２号 宮崎県税条例の一部を改正する

条例

○議案第３号 宮崎県森林環境税条例の一部を

改正する条例

○議案第４号 議会の議員その他非常勤の職員

の公務災害補償等に関する条例

の一部を改正する条例

○議案第６号 宮崎県行政手続における特定の

個人を識別するための番号の利

用等に関する法律に基づく個人

番号の利用及び特定個人情報の

提供に関する条例

○議案第７号 宮崎県電子署名に係る地方公共

団体の認証業務に関する法律施

行条例を廃止する条例

○議案第８号 行政不服審査法施行条例

○議案第９号 宮崎県における事務処理の特例

に関する条例の一部を改正する

条例

○議案第10号 宮崎県住民基本台帳法施行条例

の一部を改正する条例

○議案第14号 公の施設の指定管理者の指定に

ついて

○議案第18号 当せん金付証票の発売について

○報告事項

・損害賠償額を定めたことについて（別紙1）

○請願第３号 所得税法第５６条の廃止を求め

る意見書を国に提出することを

求める請願

○総合政策及び行財政対策に関する調査

○その他報告事項

・環太平洋パートナーシップ協定（ＴＰＰ協定）

について

・宮崎県交通・物流ネットワーク戦略の改定に

ついて

・祖母傾山系周辺地域のユネスコエコパークへ

の登録に係る申請書概要の審査結果等につい

て

・移住・ＵＩＪターン施策の取組状況について

・宮崎県民の消費生活の安定及び向上に関する

条例の改正について

・第10次宮崎県交通安全計画の策定について

・若山牧水賞の受賞者について

・宮崎県における事務処理の特例に関する条例

の一部を改正する条例について（議案第９号

関連）

出席委員（８人）

委 員 長 清 山 知 憲

副 委 員 長 島 田 俊 光

委 員 坂 口 博 美

委 員 星 原 透

委 員 丸 山 裕次郎

委 員 満 行 潤 一

委 員 新 見 昌 安

委 員 来 住 一 人

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

総合政策部

総 合 政 策 部 長 茂 雄 二

総合政策部次長
金 子 洋 士

（政策推進担当）
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総合政策部次長
興 梠 正 明

（県民生活担当）

部参事兼総合政策課長 井 手 義 哉

秘 書 広 報 課 長 中 原 光 晴

広 報 戦 略 室 長 菊 池 修 一

統 計 調 査 課 長 奥 野 厚 子

総 合 交 通 課 長 野 口 和 彦

中山間･地域政策課長 石 崎 敬 三

フードビジネス
黒 木 義 博

推 進 課 長

生 活 ・ 協 働 ・
村 上 悦 子

男 女 参 画 課 長

交通･地域安全対策監 壹 岐 幸 啓

文 化 文 教 課 長 神 菊 憲 一

人権同和対策課長 吉 田 信 夫

情 報 政 策 課 長 青出木 和 也

総務部

総 務 部 長 成 合 修

危機管理統括監 金 丸 政 保

総 務 部 次 長
柳 田 俊 治

（総務･職員担当）

総 務 部 次 長
田 中 保 通

（財務･市町村担当）

危 機 管 理 局 長
郡 司 宗 則

兼危機管理課長

部参事兼総務課長 菓子野 信 男

防災拠点庁舎整備室長 丸 田 勉

部参事兼人事課長 片 寄 元 道

行 政 経 営 課 長 吉 村 久 人

財 政 課 長 阪 本 典 弘

税 務 課 長 髙 林 宏 一

部参事兼市町村課長 平 原 利 明

総務事務センター課長 中 原 順 一

消 防 保 安 課 長 都 原 誠 一

事務局職員出席者

議 事 課 主 幹 鬼 川 真 治

総務課主任主事 日 髙 真 吾

○清山委員長 ただいまから、総務政策常任委

員会を開会いたします。

まず、本日の委員会の日程についてでありま

すが、お手元の日程案のとおりでよろしいでしょ

うか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○清山委員長 それでは、そのように決定いた

します。

執行部入室のため、暫時休憩いたします。

午前10時３分休憩

午前10時５分再開

○清山委員長 委員会を再開いたします。

それでは、本委員会に付託されました議案等

について、部長の概要説明を求めます。

○茂総合政策部長 おはようございます。総合

政策部でございます。本日は、どうぞよろしく

お願いいたします。

まず初めに、皇太子殿下をお迎えして開催さ

れた第18回農業担い手サミットｉｎみやざきに

係る行啓についてであります。

本年５月の全国みどりの愛護の集いに続き、

本年度２回目の御来県となった皇太子殿下にお

かれましては、本県への御理解を深めていただ

き、各御視察先で温かいお言葉を賜るなど、親

しく交流いただき、県民の皆様にも、大きな励

みになったものと存じます。

星原議長、清山委員長を初め、委員の皆様方

には、お忙しい中、随行や奉迎、交流会への御

出席など御協力をいただき、まことにありがと

うございました。

また、11月15日から17日までの韓国訪問につ
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きましては、アシアナ航空本社への表敬訪問な

ど、大変お忙しい中、清山委員長を初め、県議

会からも御参加をいただき、まことにありがと

うございました。この場をおかりしまして、厚

くお礼申し上げます。

それでは、今回提案をしております議案等に

つきまして、その概要を御説明いたします。

お手元の委員会資料の１ページをごらんくだ

さい。

今回お願いしております議案は、まず、議案

第１号「平成27年度宮崎県一般会計補正予算」

であります。

総合政策部の一般会計補正額は、一般会計の

表の一番下にありますように、合計で6,700万円

の増額であります。

これは、後ほど御説明いたします産学官金連

携による「地域経済循環創造事業」の補正であ

ります。

補正後の総合政策部の一般会計予算額は、そ

の一番右端の欄にありますように、131億6,689

万9,000円となります。

目次にお戻りいただきたいと思います。

Ⅱの特別議案でありますが、議案第６号「宮

崎県行政手続における特定の個人を識別するた

めの番号の利用等に関する法律に基づく個人番

号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例」

は、「行政手続における特定の個人を識別するた

めの番号の利用等に関する法律」、いわゆるマイ

ナンバー法の制定に伴い、宮崎県における個人

番号の利用範囲及び特定個人情報の提供につい

て、必要な事項を定めるものであります。

議案第７号「宮崎県電子署名に係る地方公共

団体の認証業務に関する法律施行条例を廃止す

る条例」は、法律の一部改正に伴い、宮崎県知

事の行う認証業務が地方公共団体情報システム

機構に移管されるため、条例を廃止するもので

あります。

次に、議案第９号「宮崎県における事務処理

の特例に関する条例の一部を改正する条例」で

あります。

これは、住民の利便性の向上、事務処理の効

率化等の観点から、知事の権限に属する事務の

うち、市町村が取り扱いを希望する事務につい

て、地方自治法に基づく事務処理特例制度を活

用して市町村に権限移譲を行うものですが、今

回、法改正による削除及び移譲市町村の追加を

行う必要が生じましたことから、所要の改正を

お願いするものであります。

次に、議案第14号「公の施設の指定管理者の

指定について」であります。

県立芸術劇場につきましては、現在、指定管

理者による管理運営を行っておりますが、今年

度をもって第２期の指定期間が終了いたします

ことから、平成28年度以降の指定管理者の指定

について、議会にお諮りするものであります。

また、指定に伴いまして、債務負担行為の追

加が生じますことから、議案第１号「平成27年

度宮崎県一般会計補正予算」をあわせてお願い

しているところであります。

次に、その他の報告事項につきまして、目次

に記載のとおり、７件の報告事項がございます。

詳細につきましては、後ほど、担当課長から

御説明いたします。

私からの説明は、以上であります。

○清山委員長 次に、議案についての説明を求

めます。

なお、委員の質疑は、執行部の説明が全て終

了した後にお願いいたします。

○黒木フードビジネス推進課長 フードビジネ

ス推進課の補正予算について、御説明いたしま
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す。

平成27年度11月補正歳出予算説明資料の３ペ

ージをお願いいたします。

フードビジネス推進課の11月補正額は、6,700

万円の増額補正で、補正後の額は９億8,301

万9,000円となります。

５ページをごらんください。

（事項）地域科学技術振興費でございます。

説明欄に記載がございますが、お手元の委員

会資料のほうで御説明させていただきます。

２ページをお開きください。「産学官金連携に

よる地域経済循環創造事業」でございます。

１の事業目的でありますが、この事業は、総

務省の地域経済循環創造事業交付金を活用いた

しまして、産学官金の連携のもと、地域の資源

と地域金融機関の資金を活用した先進的な取り

組みを行う事業者に対して支援を行うことで、

地域での経済循環をつくりだそうとするもので

す。

国の地域経済循環創造事業交付金につきまし

ては、点線の囲みの部分に説明がございますが、

地域の経済循環を創造し、新たな事業のモデル

の構築を行う都道府県に対しまして、１件当た

り5,000万円までの交付金が交付されるというも

のであります。

次に、２の事業概要ですが、（１）のとおり、

今回の補正額は6,700万円で、２つの事業者に対

する補助を予定しております。

財源は全額国庫で、事業期間は単年度であり

ます。

（４）事業内容でありますが、まず、①宮崎

ひでじビール株式会社が行う事業につきまして

は、県内産の大麦を原料として、ＳＰＧのろ過

技術を活用することで、常温流通が可能なビー

ルの開発を行います。

一般に、地ビールは常温流通ができないため、

消費期限が短く、大量輸送が困難な点がありま

したが、今回の事業実施により、海外を含めた

販路の拡大が期待できます。

補助額は5,000万円で、補助対象事業費が１

億1,780万円であります。

産学官金の連携機関として、県食品開発セン

ターと宮崎銀行がかかわっています。

補助事業の内容としましては、工場の新設や

醸造用タンク等を整備するために必要な経費の

支援であります。

事業効果としまして、県内産大麦を使用した

ビールの製造・販売により、県外からの外貨獲

得等による地域経済の活性化が図られると考え

ております。

事業の仕組みにつきましては、３ページに図

示しているとおりであります。

続きまして、４ページをごらんください。

もう一つの補助対象事業者であります有限会

社エコロであります。

この事業は、県内の畜産農家の余剰堆肥を加

工し、需要のある県外向けに流通させる取り組

みに対し、支援を行うものであります。

集めた堆肥を再発酵させることなどにより、

粒の大きさや水分量の整った、においのしない

高品質な堆肥が製造できるものであり、九州内

の他県で行った試験販売では好評を博している

ようです。

補助額は1,700万円で、補助対象事業費は3,405

万円です。

産学官金の連携機関として、宮崎大学と宮崎

銀行がかかわっています。

補助事業の内容としましては、堆肥貯蔵ヤー

ド等を整備するために必要な経費の支援であり

ます。



- 5 -

平成27年12月３日(木)

事業効果としまして、県内畜産農家から買い

取った堆肥を高品質な堆肥に加工し、県外向け

に販売することで、外貨獲得等による地域経済

の活性化が図られると考えております。

事業の仕組みにつきましては、下に図示して

いるとおりであります。

説明は、以上であります。

○青出木情報政策課長 情報政策課でございま

す。

当課からは、マイナンバー制度の開始に伴い

ます条例関係が３つございますけれども、その

３つにつきまして、説明させていただきます。

委員会資料の６ページをお開きいただけます

でしょうか。

まず最初に、「宮崎県行政手続における特定の

個人を識別するための番号の利用等に関する法

律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の

提供に関する条例」につきまして、御説明いた

します。

この条例は、年明けの１月から利用が開始さ

れますマイナンバー制度に対応いたしまして、

必要な事項を定める条例でございます。

まず、第１条でございますが、条例の趣旨と

いたしまして、行政手続における特定の個人を

識別するための番号の利用等関する法律、いわ

ゆるマイナンバー法の規定に基づきまして、本

県における個人番号の利用及び特定個人情報の

提供に関しまして、必要な事項を定めるものと

しているところでございます。

なお、ここにございます特定個人情報とは、

個人番号をその内容に含む個人情報のことでご

ざいます。

次に、この条例の全体的なイメージを説明さ

せていただきたいと思います。

７ページの一番上にございますイメージ図を

ごらんいただけますでしょうか。

真ん中の楕円のところに、情報提供ネットワ

ークシステムというものがございます。これは、

総務省が設置するものでございますけれども、

法律では、このシステムを通じて、左側の宮崎

県と右側の国やほかの自治体が、個人番号を利

用して情報のやりとりをすることが認められて

るところでございます。

しかしながら、左側の宮崎県の内部におきま

して、個人番号を利用して情報をやりとりする

場合には、法律に定められた事務、いわゆる法

定事務でございますけれども、これを含めまし

て、条例で定める必要があるとなっているとこ

ろでございます。これは、法律の規定でござい

ますので、全国、どの地方自治体でも同じよう

な取り扱いとなります。

条例で対象といたします事務、法定事務に加

えて対象とする事務でございますけれども、イ

メージ図の下の法第９条第２項個人番号の利用

という箇所をごらんいただけますでしょうか。

まず最初に、①の本県が独自に行っている事

務で個人番号を利用するもの。内容といたしま

しては、法定事務と類似性のある事務で、国の

事務に上乗せ・横出しをしているような事務が

原則でございますけれども、このような事務に

ついては、条例の対象となるところでございま

す。

次に、②の庁内の同一機関内、例えば知事部

局内の税務担当課と福祉担当課が個人番号を利

用して情報をやりとりするような場合、イメー

ジ図の②のような庁内連携をする場合でござい

ますけれども、このような事務も条例で規定す

る必要があるところでございます。

そして、法第19条第９号特定個人情報の提供

と記載しております部分の③にございますよう
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に、同一地方公共団体の他の機関、知事部局と

教育委員会というのが同一地方公共団体の他の

機関同士になりますけれども、その機関間にお

いて個人番号を利用して情報をやりとりするよ

うな場合、イメージ図の中では③の、事務Ｂと

事務Ｃのやりとりの部分でございますけれども、

このような事務も条例で規定する必要があると

ころでございます。

以上が、この条例の全体的なイメージでござ

います。

次の第２条では、用語の定義について、また、

第３条では、県の責務について記載していると

ころでございます。

次に８ページ、９ページでございますが、こ

の見開きのページに、先ほど御説明いたしまし

た事務に係る規定がございます。

まず、８ページの一番上、第４条個人番号の

利用範囲におきまして、独自利用事務と法定事

務、そして庁内連携事務について規定している

ところでございます。

８ページの中ほど、趣旨のところに記載して

おりますとおり、この第４条は、法第９条第２

項の規定に基づきまして、個人番号の利用につ

いて規定するものでございまして、個人番号を

本県独自に利用する予定のもの、いわゆる独自

利用事務につきましては、条例別表第１のとこ

ろに、また、庁内の同一機関内での特定個人情

報の授受を行う予定のもの、庁内連携事務につ

きましては、条例別表第２に具体的に記載して

いるところでございます。

条例別表第１では、７つの事務について規定

しております。

具体的な例といたしまして、生活保護法の規

定に準じて生活に困窮する外国人に対して行う

保護の決定及び実施に関する事務を例にとりま

して御説明いたしますと、生活保護法におきま

しては、日本人を対象として生活保護の事務を

行っているところでございますけれども、現場

におきましては、実務上は、法定事務の対象と

なっていない外国人の方々に対する生活保護事

務も一緒に行っておりますことから、この条例

に規定することによりまして、個人番号を利用

した一体的な事務が行えるように定めるもので

ございます。

条例別表第２のほうでは、外国人に対する生

活保護の事務ですとか、県営住宅関係の事務で

庁内連携が必要となるものを規定してるところ

でございます。

次に、９ページの第５条特定個人情報の提供

では、知事部局と教育委員会という機関間の情

報連携、具体的には条例別表第３にございます、

生活保護関係事務における特定個人情報の提供

について規定しているところでございます。

なお、条例で規定する事務につきましては、

国が示す事務の具体例に基づきまして、それぞ

れの業務を担当しております所管課と協議を行

いまして、現時点で必要があると考えられるも

のを選定したところでございます。

次に、10ページをお開きください。

第６条書面の提出義務の特例でございますけ

れども、今後、個人番号を利用した地方自治体

における情報連携が開始された際に、該当する

事務手続におきまして、現時点では県民の皆様

方から提出いただいている添付書類を省略する

ことによって、利便性の向上を図るための規定

でございます。

最後に、附則におきまして、条例の施行日を

平成28年１月１日としてるところでございます。

マイナンバー制度に直接対応する条例に関す

る説明は以上でございます。
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次に、11ページをごらんいただけますでしょ

うか。

議案第７号「宮崎県電子署名に係る地方公共

団体の認証業務に関する法律施行条例を廃止す

る条例」でございますが、この業務は、県民の

方々が、インターネット上で行政機関に申請や

申告をする際、成り済まし等を防ぐために、電

子署名に係る地方公共団体の認証業務に関する

法律に基づきまして、知事が県民に対し電子証

明書を発行する業務でございますけれども、１

の廃止の理由の括弧書きのところにありますと

おり、当該法律の一部改正に伴いまして、平成28

年１月１日から、知事が行う業務が地方公共団

体情報システム機構に移管されることとなった

ため、県がその業務を行うために定めておりま

したこの条例を廃止するものでございます。

施行期日は、平成28年１月１日としておりま

す。

なお、４に記載のとおり、電子証明書を発行

する際の手数料等について、未納がある場合の

取り扱いについては従来のとおりとする経過措

置を設けているところでございます。

最後に、12ページをごらんいただけますでしょ

うか。

議案第９号「宮崎県における事務処理の特例

に関する条例の一部を改正する条例」でござい

ます。

この条例の今回の改正では、情報政策課分を

含めまして７つの事務の移譲等につきまして、

それぞれの常任委員会に付託されているところ

でございます。

当課分に係る改正の概要について、この12ペ

ージで説明させていただきます。

１の改正の理由のところにありますとおり、

先ほどの議案第７号と同様の理由で一部改正を

行うものでございまして、知事が電子証明書を

発行する際の手数料の徴収及び納付につきまし

て、これまではこの条例に基づき、市町村長に

行っていただいていたところでございますけれ

ども、法改正によりまして、知事が行う業務で

はなくなりますことから、改正の内容のところ

にございますとおり、当該事務の削除を行うも

のでございます。

施行期日は、平成28年１月１日としておりま

して、これにつきましても、経過措置を設けて

いるところでございます。

情報政策課の説明は、以上でございます。

○村上生活・協働・男女参画課長 委員会資料

の13ページをごらんください。

同じく議案第９号「宮崎県における事務処理

の特例に関する条例の一部を改正する条例」に

ついてです。

当課関係の改正の概要について御説明いたし

ます。

まず、改正の理由ですが、特定非営利活動促

進法に基づく知事の権限に属する事務の一部に

ついて、住民の利便性の向上や事務処理の効率

化等の観点から、その処理を希望する市町村に

権限を移譲するため、所要の改正を行うもので

す。

改正の内容ですが、特定非営利活動法人の設

立の認証や定款変更の認証等に関する事務など

計33事務について、新たに串間市と西都市に権

限を移譲するものです。

なお、今回の改正に伴いまして、９市４町が

この事務を行うこととなります。

施行期日は、平成28年４月１日としておりま

す。

説明は、以上でございます。

○神菊文化文教課長 当課からは、議案第14号
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「公の施設の指定管理者の指定について」並び

に議案第１号「平成27年度宮崎県一般会計補正

予算」について御説明いたします。

内容といたしましては、県立芸術劇場に関し

まして、指定管理者の指定及び指定に係る管理

運営委託費を債務負担行為として追加すること

による補正であります。

説明は、お手元の常任委員会資料で行わせて

いただきますが、指定管理者の指定については、

議案書の63ページ、また、債務負担行為の追加

による補正につきましては、同じく議案書の７

ページ及び事項別説明書43ページ上段に記載が

ございますので、あわせてごらんいただきたい

と存じます。

それでは、資料の14ページをごらんください。

まず、県立芸術劇場につきましては、平成18

年度から、地方自治法に基づく指定管理とする

こととし、平成18年度から５年間を第１期、平

成23年度から今年度までの５年間を第２期とし

て、議会の議決をいただき、指定管理者を指定

し、施設の管理運営を行ってきたところでござ

います。

また、６月の本委員会におきまして御説明さ

せていただきましたが、平成28年度から５年間

につきましても、引き続き指定管理とすること

とし、指定管理者の候補者の選定を行ってまい

りましたが、このたび候補者を決定いたしまし

たので、議会の議決をお願いするものでござい

ます。

資料に記載がありますとおり、候補者は、公

益財団法人宮崎県立芸術劇場、代表者は佐藤寿

美氏であります。

次に、指定管理候補者の選定についてであり

ます。

公募の状況につきましては、いずれも記載の

とおりでありまして、最終的に応募されたのは

同財団のみでございました。

また、候補者の選定に際しては、１次審査と

して資格審査、２次審査として、記載の選定委

員会委員５名に対するプレゼンテーション及び

ヒアリングを、15ページの選定基準に基づき厳

正に行っていただいたところであります。その

結果、同財団の評価は、500点満点中427点であ

りました。

同委員会におきましては、選定の最低基準で

ある300点を上回っていること、宮崎国際音楽祭

や県民文化振興事業の趣旨を理解し、企画及び

実施能力を十分に備えていると認められること、

事業全般を確実に実施できる財政的基盤及び管

理運営体制が整っていると認められることから、

指定管理候補者として選定されたところであり

ます。

県といたしましては、同委員会の選定理由を

十分に検討するとともに、これまでの実績など

を踏まえ、同財団を指定管理候補者として決定

したところでございます。

次に、同法人に対する指定管理料につきまし

ては、年額４億7,581万9,000円、平成29年度以

降は、消費税の増税を想定しまして、年額４

億8,463万1,000円、平成32年度までの５年間で、

総額24億1,434万3,000円の債務負担行為の追加

による補正をあわせてお願いするものでありま

す。

説明は、以上であります。御審議のほどよろ

しくお願いいたします。

○清山委員長 執行部の説明が終了しました。

まず、議案についての質疑はありませんか。

○星原委員 フードビジネス推進課から説明が

ありました、地域経済循環創造事業交付金、補

正額6,700万円ということなんですが、これは、
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２社だけだったんですか。ほかに何社かあった

中から２社を選ばれたのか、その辺はどうなっ

てるんですか。

○黒木フードビジネス推進課長 本県から国に

対しまして２社申請しまして、２社が選ばれま

した。

以上です。

○星原委員 それともう一点、宮崎はフードビ

ジネスにかなり力を入れてきてますよね。その

広報というのは、うまく伝わっていったんでしょ

うか。もう少し、いろんな企業が元気を出して

もいいのかなと思ったり、新たなそういう事業

であればという考えがあるんですが、その辺は

どうだったんでしょう。最終的に２社になった

のか、ある程度希望したところはあったけれど

も、書類とかいろんな関係で外されていって、

最後は２社になって、２社が認定を受けたのか、

その辺はどうなんですか。

○黒木フードビジネス推進課長 まず、周知に

つきましては、この制度の発足時において、県

内の関係機関等に制度説明会等を行いまして、

そして、国の公募があった時点で、関係機関等

にはお知らせしているところであります。

また、そういう中で、実際にこの公募が始まっ

て、いろんな案件が寄せられる中で、この事業

が、そもそも地域の資源を活用し、事業性が認

められ、あと一歩で実現できる。地域の金融機

関のそういう融資も確保した上でのという、そ

ういった条件がついておりますので、そういっ

た中で、最終的には２件が、申請が適当と認め

られたところであります。

○星原委員 もう一点。九州各県、沖縄を入れ

れば８県あるわけですが、ほかの県はどれぐら

いの申し込みというか、こういう形で動いたの

かわかりますか。わからなけりゃ、また後でも

いいですけれど。

○黒木フードビジネス推進課長 申し込みの状

況そのものについては把握していないのですが、

採択された９月の時点で、全国で県事業として

は５事業で、そのうちの２事業が宮崎県、九州

は、ほかはございません。

○星原委員 わかりました。

○満行委員 マイナンバーについてお聞きした

いんですけれど、７ページの情報連携のイメー

ジは、知事部局、教育委員会なんですが、監査

事務局とか、警察本部とかも、このマイナンバ

ーの運用範囲に入っているのか、そのあたりを

教えていただきたいんですけれど。

○青出木情報政策課長 マイナンバー法で規定

されております個人番号を利用する事務の範囲

が、社会福祉ですとか、税の関係ですとか、限

定されております関係で、今現在、個人番号を

使う業務を持っております対象は、知事部局と

教育委員会となっております。その関係で、そ

の部分だけをこちらで規定してるところでござ

います。

○満行委員 そのうちにどんどん拡大をしてい

くということなんですか。県の機関は、監査と

か、いっぱいあると思うんですけれど。そうい

うところまで拡大していくという想定はされて

るわけですか。

○青出木情報政策課長 いわゆるマイナンバー

法の規定で、もし対象が広がってまいりました

際には、それに合わせまして条例のほうでも対

応する必要は出てくるだろうと考えております。

○坂口委員 フードビジネスのエコロで。購入

先の農家は、どういう畜種のところからを予定

されているんですか。

○黒木フードビジネス推進課長 県内中小畜産

農家の牛ふんが中心となります。
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○坂口委員 牛ふんだったら、心配ないか。あ

とは農政の問題になるかもわからんですけれど、

行き詰るのが全て悪臭なんです。だから、これ

から先の畜産振興の上では大事な課題で―ぜ

ひともここに活路を見出して、しっかりとした

環境対策をクリアできるよう……。牛ふんなり

畜産廃棄物の処理というのは大きい課題だから、

これは期待が大きいんですけれど。

そこへ対して、今後、さらにそういったもの

が広がるような、活路を見出せるような事業と

して、これは、ぜひとも農政と連携をとりなが

ら、地域から苦情を出さずに、いいものはやっ

ぱり歓迎されるという。そこのところは、注意

していただくといいかなというのがあるもんで

すから。

それから、マイナンバー関連です。今、県が

把握している範囲で、手数料が伴うものがある

と思うんですけれども。今の事務量から考えた

とき、どれぐらいの手数料が生じて、それがど

こに入っていくことになるのかというのを、そ

のお金が。アバウトでどれぐらい。宮崎県が、

今、扱ってるというか、把握しているという部

分について、どれぐらいの手数料がここに新た

に生じて、それを、誰がどこに払っていくこと

になるのかというのは、どんなぐあいになって

いきますか。

○青出木情報政策課長 マイナンバー法の導入

に伴って、マイナンバーを使うことによって、

どのような手数料が発生するかというところで

ございますでしょうか。現在、例えば、いろい

ろな証明書等を出しておりますが、マイナンバ

ーカードを使うことによりまして不要になりま

すので、その分の手数料等が、県に入らないと

いう分はございますけれども、その正確な分量

ですとか、そこまではまだ把握していないとこ

ろでございます。これから、国の利用の状況と

か、そういう推計等も見ながら把握してまいり

たいと考えているところでございます。

○坂口委員 県の歳入に影響を与えるというこ

とは重大なことだと思うんです。だから、既に

試算されてないといけないんじゃないかという

のが一つと。

膨大な金が、今度は違う場所に入っていくこ

とになりますよね。新たに事務手続をやるとこ

ろが手数料を徴収することになるでしょうから。

そこは、ただでできるようになるんですか。

○青出木情報政策課長 県にかわって新たなと

ころが別の手数料を取るといいますよりも、マ

イナンバーカードを発行することによりまして

―マイナンバーの発行は、１回目は国の予算

でやりますので、全く無料でございますけれど

も、それに関して県が取っていた手数料を別の

ところに県民の方々が払わなきゃいけなくなる

とか、そういうことはないと。証明書をとるの

にこれまでは手数料が必要だったわけですけれ

ども、証明書をとらなくていいようになります

ので、その分の手数料を県民の方がほかのとこ

ろに払わなきゃいけないとか、そういうことは

ないと考えているところでございます。

○坂口委員 今、手数料が生じているものは、

負担がなくなることになっていくんですか。

○青出木情報政策課長 今、証明書をとってい

ただいて、それを事務所に出していただいてる

分、それの不要になる分については、その手数

料が不要になってくると。証明書発行手数料が

不要になってくるということでございます。

○坂口委員 そうすると、今、証明書発行手数

料という負担がかかっていたのが、全く今後か

からなくなるということで、負担としては軽減

されるという……。



- 11 -

平成27年12月３日(木)

○青出木情報政策課長 県民の方々の負担とし

ては、軽減されると考えております。

○坂口委員 新たなシステムで、その事務をや

ることになるところの経費は、どこから調達さ

れることになるんですか。

○青出木情報政策課長 いろいろな事務がある

わけでございますけれども、事務によって補助

金が全額来るもの、あるいは３分の１が来るも

のがございまして、その補助金等を受けて、県

で予算を計上して、システム等を改修していく

という形になっているところでございます。

○坂口委員 まだぴんとこんとやけれど、例え

ば、住基ネットのときは、応分の負担を……。

あれ、名称を忘れたんですけれど、機構にかな

りの負担をしたことになるんですよね。今回の

場合は、それは全く要らないということですね。

○青出木情報政策課長 地方公共団体情報シス

テム機構という団体でございますけれども、こ

ちらで今回のこのネットワークシステム等を組

むんですけれども、これに関しましては、国が10

分の10で組む形になります。

それとは別に、県がそこにつなぐためのシス

テムがあるんですけれども、その分に関しまし

ては県で負担をすると。ただ、その分に関して

は、国から補助が入ってくるという形になって

おります。

○坂口委員 そうすると、最終的には、だんだ

ん、ことごとくなくなっていく。ということに

なると、住基ネットの分をそこに最初から乗っ

けてれば、この分も要らなくなる理屈になるん

やないかなと思うんです。そこに、なぜ住基ネッ

トを乗っけなかったのかなというのが……。

○青出木情報政策課長 もともと住基ネットワ

ークシステムがあったわけなんですけれども、

今回、マイナンバーのシステムをつくります際

に―住基ネットと本当に一緒にすれば、委員

がおっしゃいましたように、システムは一つで

済んだかと思いますけれども―法律制定の過

程で、住基ネットとは別に新たな制度としてつ

くるという法の制定でございましたので、おっ

しゃるように２つのシステムが併存する形に

なっているところでございます。

○坂口委員 それは、役所側の理屈なんです。

エンドユーザーという立場、個々の立場に立っ

て物事をやっていくというのが基本です。だか

ら、そこのところを今後、反省材料としてしっ

かり生かしていく必要があるということです。

それは、強く求めておきます。

○青出木情報政策課長 委員から承りましたこ

とは、国、あるいは地方公共団体情報システム

機構と話す機会等の際には、私どもも、胸にと

どめて話をしてまいりたいと考えております。

○坂口委員 大切なところが見えなくなってる

んです。国費で100％といったって、それは税金

ですから。何らかの形でロンダリングされてき

てるか、直接か、ダイレクトかという違いだけ

で、そこはやっぱり大切な……。税金は、今、

深刻な問題で、消費税にしても、政権がひっく

り返るぐらいの重大な問題。でも、それは避け

られない道に、今、我が国は来ているというこ

とを念頭に置きながらやってほしいということ。

もうこれで終わりますけれど。

次に、芸術劇場ですけれど、ここは、指定管

理者に複数のグループが応募してくるというこ

とは、一般的な考え方から、今後ともないんじゃ

ないかと思うんです。そこらをどんなぐあいに

見ておられるかということ。それでも他の管理

物件同様の指定管理の選定のやり方を、今後と

もやっていかれるのかどうか。そこらのところ

を、何か課題を抱えておられるかどうかという
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のを。

○神菊文化文教課長 今回、１団体の応募とい

うことでございまして、これまで３回応募して

おりますけれども、第１回目には、応募が２社

ございました。今の指定管理者と別に、民間団

体と、それから企業のＪＶで応募されたという

事例がございます。

それ以降、23年の第２期目につきましては、

１社しか来られなかったということで、なかな

か業務的に、通常の公募になじむのかというよ

うなところも、せんだっての委員会でも御指摘

いただいたところでございまして、次回の指定

管理の応募に際しまして、これからまだ時間が

ありますので、そのあたりを十分検討してまい

りたいと思っているところでございます。

○坂口委員 あの１回目のは、420点と、はるか

に低い点数だったと思うんです。だから、内容

がわかってきて、単独になり始めた。だから、

これは、その流れでいくんじゃないかというこ

とは、大方……。絶対とは言い切れないけども。

そうなったときに、地方自治法の契約に係る

精神といったときに、金額比較というものが出

てくると思うんです。でも、金額比較も競争が

なければできないと。設計した金額でやらざる

を得ないというところで。

３つの方法を自治法は認めてますよね。条件

つきの競争入札と、それから、見積もりだった

ですか、３つ認めて、一般競争入札から入って

いきなさい。ただ、一番有利な方法を選択する

というのは、随契を認めてます。それは、価格

交渉をしながらの随契というもの。せっかく公

認会計士もいる、それから、行政としてのベテ

ランの金額的な積算、設計をしっかりやれる人

もいる。

そこで、通常のあるべき価格というか単価、

そういったものを手に持ちながら交渉。だって、

年間５億円近い金でしょう。これは、0.1％節約

しても、やっぱり大きいですよ。

そういう意味で、知事の答弁でも、新年度予

算編成の考え方というのは、重点的とか優先性

とか、歳出に関しても、しっかり節約してるん

だということを、毎回議会で言われるわけです

から、それに伴ったお金に関しての感覚という

ものがもうちょっと……。僕は、ここでもう一

回原点に戻って、契約そのもののあり方にまで

踏み込む必要があるんじゃないかなと。これは、

このままいくことが……。そして、そういった

ことを検討した結果、なおかつこれでいいって

なれば……。質の問題も出てきますから、質を

落とすことはできない。

でも、そこに何らかの形の、競争が入り込ん

でこないと。それは、価格で競争する、質で競

争する。あるいは、信頼性なり過去の実績で競

争するという、何らかのものを県民に、タック

スペイヤーに説明できる―こういう視点から

最善の契約に至りましたというものがないと。

予定としてこれだけ金がかかるだろうっていっ

て、ここで設計される金額は、これ以外じゃで

きないというんじゃなくして、ひょっとすれば

これぐらいかかりますよというのを設計してい

ただければ。

そこに、中身として、どういった質のものを

やってくれるか、県に提供してくれるかという

審査項目と同時に、どれぐらいの価格を提示し

て―そこに価格というものが入ってきての質

とコストです。それを両方提示して、そこで随

意契約で交渉していくというやり方。これは、

地方自治法はとめてないわけですから、そこら

も考えていく必要があるんじゃないかなと。検

討課題としてお願いしておきます。
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○井手総合政策課長 指定管理者の制度そのも

のにつきましては、これは、総務部の行政経営

課の所管で、全体の調整をやっております。

委員がおっしゃるような、特にこの県立芸術

劇場みたいなところに関して、なかなか競合相

手が出てこない。その中で、いかに競争性を確

保しながら適正価格を保って、しっかり質を保

つかという課題があることは、総務部にしっか

り私どもも伝えておりますし、指定管理者制度

の選定方法につきましても、総務部でいろいろ

と今、検討も始まっていると聞いております。

さらに、こちらからもいろいろ意見を言って

おきたいと思っております。

○新見委員 フードビジネス推進課長にお尋ね

します。ひでじビールさん、始められて、もう20

年近くになると思うんですが、これまで紆余曲

折あったかもしれませんけれど、地道に地ビー

ルをつくってこられ、今回、この交付金を活用

して新たな取り組みをされるわけですが、将来

的にはこちらに移行されるという考えでよろし

いんですか。

○黒木フードビジネス推進課長 ひでじビール

さんは、国内・国外に向けた販路開拓に、今、

取り組んでおられまして、そうした中で、今回、

こういう新事業に取り組まれるということであ

ります。

直近でいうと、大体１億4,000万円程度の売り

上げだったわけですけれども、この事業を導入

することによって、売り上げ５億円の企業を目

指していくという考えであります。

○新見委員 この新たな取り組みという部分で、

例えば、県内産の大麦を使うことも、新たな取

り組みになるんですか。

○黒木フードビジネス推進課長 これも、新た

な取り組みであります。現状としては、材料の

多くを海外産の大麦に依存している状況にあり

ます。そうした中で、県内産大麦を使うことで、

安全・安心な県内産大麦のＰＲ。そしてもう一

つは、県内産を使うことで、フレッシュな麦芽

を使った地ビールがつくれるという商品上のＰ

Ｒもできるわけです。そうした点で、この事業

は新規性のある事業であると考えております。

○新見委員 これも地ビールの分野に入ると思

うんですが、地ビールの将来性というのは、しっ

かり見ておられるんでしょうね。

○黒木フードビジネス推進課長 確かにビール

業界全般に厳しい面があろうかと思います。

ただ、そうした中で、地ビールの市場の状況

といいますのは、2009年から毎年10％を超える

成長を続けております。また、アメリカにおき

ましても、地ビールの需要がふえております。

そうした中で、海外に進出した地ビールメー

カーは、今のところございませんので、そうし

た点では、かなりな需用が見込めると、私ども

は、ひでじビールの今回の取り組みを期待して

るところであります。

○新見委員 わかりました。

○丸山委員 私も、フードビジネスでお伺いし

たいんですけれど、同じようなものをつくるに

当たって、以前は企業名を出さずに審議をして、

非常に混乱を招いた時期がありました。今回は

ちゃんと企業名も出しているんで、非常にわか

りやすいと思っていまして、今後ともこのよう

な形でしていただきたいんですが、税金がもと

ですので、しっかり成果が出るようにフォロー

アップをしていただきたいということを、前回、

同じような案件で言ったことがあるんです。た

だ単につくるだけじゃなくて、今後のフォロー

アップ。今、新見委員が言われたように、今後

地ビールが伸びていくのかとか、ちゃんと流通
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ができていくのかとか。フォローアップが、今

後、重要になっていくと思ってます。

フォローアップ体制はどう考えていらっしゃ

るんでしょうか。

○黒木フードビジネス推進課長 この事業の申

請から、採択、今後の事業実施に関しましては、

エコロについては農政水産部、そして、ひでじ

については商工観光労働部と十分これまで連携

してやってきておりますし、今後のフォローアッ

プも十分にしていきたいと考えております。

○丸山委員 ひでじビールさんは、ミラノにも

行かれたりして、新規も頑張ってて、ミラノに

行ったほかの企業も、十数社あったもんですか

ら、そういった企業も、ひょっとしたら、ここ

にいう新規性が高くてというものがあり得るん

じゃないかなと思っているんです。関係機関に

いろいろＰＲ説明はしましたが、２社しか上がっ

てこなかったと。ちょっと物足りないなと思っ

ているもんですから。今後ともこの交付金事業

は続くと認識しているのか。であるんだったら、

もうちょっとＰＲの仕方も……。全国で５事業

しかなかったということになると、ちょっと物

足りない気がするし、宮崎県でもっとふやして

ほしいかなという気持ちもあるもんですから、

ＰＲの仕方を……。ものづくり交付金も、しっ

かりおろすことによって、宮崎県でかなり数が

出たというのもあったもんですから。

そういう、情報のおろし方、国の事業でぽー

んと出てきて、それをちゃんとおろしてるのか

な。情報がどういうふうに行ってるのかがわか

りづらいもんで、その辺の工夫を今どのように

やってるのかをお伺いしたいと思います。

○黒木フードビジネス推進課長 ＰＲについて

申し上げれば、制度発足時に金融機関や市町村

や関係団体等を集めての説明会をやりまして、

そして、国の公募があった時点で、そういうと

ころにはお知らせしております。

それと、先ほど私の説明が悪かったのかもし

れませんけれど、５事業と申し上げたのは、全

国で都道府県事業が５事業しかなかった。その

中で、宮崎県が２事業ということでございます。

そういうことで周知しまして、るる問い合わ

せなりは参るんですけれども、この事業が、十

分に活用されていない地域の資源を活用して、

かつ事業性が認められる。ビジネス上、十分成

り立つ事業、そして、金融機関の融資が確保さ

れていると。こういった、割と、採択に当たっ

て、なかなか事業要件が厳しいものがあります。

私どももいろいろ助言をし、そうした中で、

最終的に採択にかなうようなものとして、この

２事業を上げておるところでございます。

この事業は、確かに上限5,000万円という、相

当程度多額の資金が活用できるということで、

本県では、この制度発足以来、県事業としまし

ては、今回の２件を合わせまして既に５件とい

うことで、他県と比べましても、県事業として

の利用件数は多いと、私は考えております。

今後とも、国の概算要求にも上がっておりま

すし、来年度以降も、この事業も活用しまして、

フードビジネスに関する食品メーカーの支援を

続けていきたいと考えております。

○丸山委員 ３つ既に立ち上がってると。先ほ

ど私は、フォローアップをしっかりしてほしい

ですねということをお願いしたんですが、３つ

の事業は、予定していたような推移でうまく伸

びていっているのかというのを、わかっていれ

ば教えていただきたいと思います。

○黒木フードビジネス推進課長 25年度末に１

件、そして、26年度で２件の事業は上がってお

りますが、いわば実質事業はことしが１年目と
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いうことで、ここまでのところは事業計画どお

りに進んでおりますが、まだある意味、本格的

な生産にはかかっておりません。

ただ、この事業は、いずれも所管する関係部

局とは十分に連携を図って行っているところで

すので、今後とも、このフォローというのは引

き続き行っていきたいと考えているところです。

○星原委員 今回、全国で５件中、本県が２件

ということなんですよね。国が制度として設け

て、それぐらいしかない制度だと、使いづらい

のか、何か問題があるのか、その辺もありそう

な気がするんで。逆に言えば、こういうふうに

すれば、まだ活用する企業がふえてくるとか、

何かそういう提案も国にしていかないといけな

いような気もするんですが、そういうことはな

いもんなんですか。

だって、全国47都道府県でたった５件しか上

がってこないというのが……。産学官金とかっ

て言われたけれど、そういうので、大学との連

携がとれないものだったらもう無理なのか、あ

るいは金融機関が。金融機関は必要になってく

るかもわかりませんが、２分の１を自分のとこ

ろで……。大学との連携がとれないから、その

申し込みができないのか。

国の基準の決め方に……。やっぱり成長産業

として、国として伸ばしていくんであれば、そ

ういうところをもうちょっと、緩和するという

か、許容範囲をこういうふうにしてほしいとか、

それだったら申し込むところが、数が出てくる

んじゃないか。そういったことは考えていらっ

しゃらないんですか。

○黒木フードビジネス推進課長 他県がどうい

う姿勢で取り組んでいるかは、わからないとこ

ろなんですけれども、少なくともうちの県にお

いては、フードビジネスに取り組む中で、産学

官金で連携しての取り組みを発足以来、続けて

いるところです。

ですので、金融機関に対しましても、日ごろ

から密な連携を図っております。そうした中で、

本県の県事業については利用が多いものと考え

ております。

なお、もう一点申し上げれば、９月に採択さ

れた時点において、県事業としては５件であり

ます。あと、市町村も利用できますので、市町

村事業としては21件の全体では26件ということ

でございます。

以上です。

○坂口委員 関連してなんですけれど、宮崎が

割と件数が多いというのは、評価すべきように

あるけれども、今までおくれてたという見方も

できると思うんです。例えば、本県再置県の折

の最初の議会の議長の発言の中に、宮崎県をあ

らわすのに、「固有の天産に富むといえども、こ

れを収受するの力足らず。捨ててあくたとなる

もの、その幾ばくなるを知らず」って、資源は

いっぱい持っているけれども、加工する方法も

売る方法もなくて、結局はそれを腐らせてしまっ

てるって、もったいない話だというのが明治16

年にあって、その課題を引き継いだままという

ことだと思うんです。

玉を拾い出して磨いてあげる。難しい条件の

地域資源だよ、新たな商品だよと。金融機関だっ

てこれを期待してるよというのをぽっと持って

こいと言ったって、これはなかなか難しい課題。

それを百何十年も引きずってきているのが、今

の現状だと思うんです。

だから、そこのところに、手だてをしてあげ

るというか、かゆいところをかいてあげられる

ようなものが、他県に比べて宮崎県は必要。ま

た、それができればおくれを取り返せるという
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絶好のタイミング、チャンスが来てると捉える

べきかなと思うんです。

例えば、農政水産部が、肝いりでハトムギの

品種改良をやって、画期的な品種改良ができた

んです。つくった、売れない、農家が断念した

とか、ほかにもたくさんあるんです。

だから、そこらをもう一回見ながら、宮崎が

パテントを持ってる。だから、宮崎ならではの

地域資源なんですよということ。まず、農産物

でいえば、農作物で宮崎がパテントを取った品

種改良登録しているようなものをもう一回、ど

ういう目的でこの改良をやったのって、なぜ普

及しなかったのっていうところを見て、可能性

があるものについては積極的に、行政側から生

産者側、あるいは加工業者側に働きかけていく

ということも……。この事業が息が長く、ここ

数年の余裕があれば。

そこらをやっていくと、まだまだ玉はあるん

じゃないかなと思う。今たくさん出てるからっ

て満足するんじゃなくて、おくれてたというぐ

あいに、反省的な視点からも見る必要があるか

なと思うんですけれど、どんなですか。なかな

か、難しいですか。

○黒木フードビジネス推進課長 確かにそう

いった点はあろうかと思いますので、この事業

も、これまでに利用された企業からも話を聞く

なり、また、関係部局とも話をしながら、この

事業を含め、その他の国の事業の利活用を幅広

くできるように、そして、フードビジネスの振

興を図れるように、改めてその点は研究してみ

たいと思います。

○井手総合政策課長 この地域経済循環創造事

業は、総務省の事業で、平成24年度から始まっ

てます。24年、25年といずれも補正で措置され

た事業で、本県は25年の補正のときに初めて手

を挙げました。

これについては、補正で措置されているがゆ

えに、採択までの期間が非常に短く、なかなか

事業の掘り起こしに苦労しているのが実情でご

ざいます。

26年以降は、当初から予算措置をされており

まして、当初、総務省の事業ということもあり、

なかなか周知が至っていなかったんですけども、

ここ数年は非常に応募件数もふえてると聞いて

おりまして、競争がだんだん激化してると聞い

てます。

この応募に対する本県の体制でございますけ

ども、商工観光労働部で、産学官金というのが

非常に大事ということで、いわゆるプラットフォ

ームという形で、それぞれの金融機関、特に本

県の場合は地銀の宮崎銀行、太陽銀行が入った

形での協議機関を整えてきておりまして、今後

はさらにこういう事業に取り組む機運が高まっ

ていくものと考えておりますので、引き続き手

を挙げられるものに対して、掘り起こしをかけ

ていきたいと考えております。

○丸山委員 県事業、市町村事業、また国の事

業もあるのかもしれないんですが、どのような

スキームの違いがあるのか。金額が違うのか、

何が違うのかを教えていただきたいのと、でき

ればその21事業、どういうものが、今、宮崎県

で上がってるのか、情報開示ができるんであれ

ば、情報もいただくとありがたいと思っており

ます。

○黒木フードビジネス推進課長 21事業は、他

県の市町村事業でありまして、九州でいえば、

佐賀市の竹や茶葉を利用した生鮮物の鮮度保持

の事業ですとか、熊本のゴマその他の野菜の付

加価値をつける事業ですとか、あと、指宿市で

いえば、カツオのたたきを活用した事業ですと



- 17 -

平成27年12月３日(木)

か、そういった市町村事業が行われているとい

うことです。

それと、冒頭おっしゃられた県事業と市町村

事業の区分につきましては、県としては広域的

なものを対象としているところです。

ちなみに、その事業について、申請者側で、

これは県事業、これは市町村事業という形で、

特に選択するわけではなく、県として補助する

際に広域性が認められれば、それを県事業とし

て申請しているところであります。

○丸山委員 ということは、交付金の5,000万円

というのは、同じ事業だと理解してよろしいん

でしょうか。

○黒木フードビジネス推進課長 はい、県事業、

市町村事業、同じく上限は5,000万円です。

○清山委員長 ほかにございますか。よろしい

でしょうか。

それでは、次に、その他報告事項に関する説

明を求めます。

○井手総合政策課長 その他の報告事項としま

して、環太平洋パートナーシップ協定、ＴＰＰ

協定につきまして、11月25日に国において総合

的なＴＰＰ関連政策大綱が取りまとめられまし

たので、この状況等について御報告をさせてい

ただきたいと思います。

委員会資料の16ページをごらんいただきたい

と思います。

まず一番最初に、１、ＴＰＰ協定の概要に記

しておりますけれども、この協定は、世界のＧ

ＤＰの約４割、人口の１割強を占める巨大な経

済圏が構築されておりまして、参加国はこの下

のほうに示してる12カ国でございます。

内容としましては、物品、貿易のみならず、

さまざまな分野において、高い水準の自由化及

び各種経済制度の標準化を目指すものとされて

おりまして、それぞれ本県の経済また県民生活

の幅広い分野に影響を及ぼすことが想定されて

おります。

２のほうに、交渉の経過をまとめております。

平成22年、８カ国でまず交渉が開始されてお

りまして、日本は25年に交渉の参加をしており

ます。この段階で12カ国になったと。

平成27年10月５日、アメリカアトランタで開

催されました閣僚会合において、大筋合意に至っ

ております。

３番目でございます。それを受けた県の対応

でございます。

日本が交渉参加を表明した25年３月に、知事

を本部長とする宮崎県ＴＰＰ協定対策本部を設

置しております。

そして、大筋合意後、ＴＰＰ協定対策本部会

議を開催いたしまして、ＴＰＰ協定に関する情

報の共有、今後の対策等を協議した上で、11月12

日に内閣官房ＴＰＰ対策本部及び農林水産省に

対しまして、ＴＰＰ協定の大筋合意を踏まえた

要望書を提出したところでございます。

また、国が公表しました資料や説明をもとに、

本県の影響を取りまとめておりまして、これを

公表したところでございますが、協定内容、い

まだ不透明な部分、また、発効後長期間にわたっ

て関税が撤廃、引き下げられると、そういう品

目もございますので、この影響については、今

後も随時見直していくというふうに考えており

ます。

なお、その影響、ＴＰＰ協定交渉の大筋合意

に伴う宮崎県の影響ということで、資料３とし

て、お手元にお配りをしております。後ほどご

らんいただければと思います。

その下、４になりますが、国の対応状況でご

ざいます。
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国は、10月９日にＴＰＰ総合対策本部を設置

しまして、大筋合意を踏まえた総合的な政策対

応に関する基本方針を取りまとめております。

これに基づきまして、11月25日に総合的なＴＰ

Ｐ関連政策大綱が策定されております。

その大綱の内容でございますけども、17ペー

ジをごらんいただきたいと思います。

このペーパーは、国が作成した総合的なＴＰ

Ｐ関連政策大綱の概要を説明する資料でござい

ます。

上の段の２番目の黒丸にありますように、政

策大綱は、ＴＰＰの効果を真に我が国の経済再

生、地方再生に直結させるために必要な政策及

びＴＰＰの影響に関する国民の不安を払拭する

政策の目標を明らかにするものであるというふ

うにしております。

具体的な内容につきましては、下の段の４つ

の項目に分かれております。

まず、左側の欄でございますが、「新輸出大国」

と表題がある部分でございます。

ＴＰＰ協定による市場アクセスに係る諸条件

の改善や各種手続の簡素化等により、安心して

海外展開をすることが可能になると見ておりま

して、従来、大企業が中心と思われておりまし

た輸出に関して、地方の中堅中小企業も積極的

に参加をすることが期待されるとなっておりま

す。

項目としましては、枠内に記載されてますと

おり、丁寧な情報提供や相談体制の整備、また、

新たな市場開拓、グローバル・バリュー・チェ

ーンの構築の支援というのが挙げられておりま

す。

次に、中央の欄、「グローバル・ハブ」と表題

のある部分でございますが、これにつきまして

は、日本から海外へ、海外から日本へという双

方向の投資・貿易が活発になると。そのことに

よりまして、貿易・投資の国際中核拠点という、

グローバル・ハブと銘打って、これの持続的な

成長を目指すものとしております。

ＴＰＰは、さまざまな国々から成る経済連携

でございますので、各国のさまざまな企業、産

業と連携することで、我が国全体としての生産

性向上につなげていくと国はしておりまして、

この中身としましては、現実の企業、事業者を

支援する施策が上げられているところでござい

ます。

この中におきましては、特に地方においても、

地域単位でグローバル・ハブを目指すことを目

的に、地域の稼ぐ力を強化する施策が盛り込ま

れるというふうになっております。

次に、右側の欄、「農政新時代」という表題の

ある部分です。

これにつきましては、農政水産分野について、

意欲ある農林漁業者が、安心して経営に取り組

み、確実に再生産が可能になるような経営安定

・安定供給への措置の充実を図ることとされて

おります。

内容としましては、担い手対策等の体質強化

対策、また、重要５品目に係る経営安定対策等

を講ずるとされております。

中央の下の欄に、もう一つ、食の安全、そし

て知的財産というところがございます。これに

つきまして、このような項目に対して、国民の

懸念や不安を払拭するための措置、体制の整備

を行うということが盛り込まれております。

詳細の説明につきましては割愛させていただ

きますけれども、畜産における経営安定対策、

また、クラスター事業等、本県が11月12日に要

望した項目の多くが反映された内容となってお

るところでございます。
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最後に、ペーパーには記載しておりませんけ

ども、今後の対応につきまして、少し報告させ

ていただきたいと思います。

施策の実施に必要な経費につきましては、予

算の編成過程において検討すると、国はしてお

りまして、今後、国において編成されることと

なる平成27年度補正予算、また平成28年度当初

予算で国が打ち出す事業を、本県としても積極

的に活用してまいりたいと考えております。

また、今ごらんいただいている17ページ目の

上段の黒ポツの３つ目に書いてあるんですけれ

ども、大綱に基づく施策を一層進めるために必

要となる施策については、28年秋を目途に政策

の具体的な内容を詰めると国もしておりまして、

引き続き国の打ってくる施策に向けての要望等

も続けていかなければならないと考えておりま

す。

また、加えまして、経済効果の分析結果を国

は年内には公表する見込みでございますので、

これを受けまして、今後、県としましても本県

の影響を分析し、さらにこれを踏まえた形で必

要なＴＰＰ対策、措置を検討・実施していくこ

とになろうと思います。

ＴＰＰに関しましては、まずは今後の発効ま

での手続をきちんと押さえていくこと、さらに

は、仮にＴＰＰの協定が発効したとしても、関

税の撤廃・引き下げにつきましては、長期間に

及ぶことから、本県としても長期的な視点に立っ

た対応が必要であると考えております。

報告は、以上でございます。

○野口総合交通課長 総合交通課でございます。

常任委員会資料の19ページをお願いいたしま

す。

宮崎県交通・物流ネットワーク戦略の改定に

ついてでございます。今回、その素案がまとま

りましたので、御報告させていただきます。

まず、１の改定の趣旨でありますが、この戦

略は、平成23年３月に策定されました宮崎県総

合計画未来みやざき創造プランに基づきまして、

また、同年６月に策定されましたアクションプ

ランに定められました交通及び物流に関する施

策を効果的に展開していくために、具体的な取

り組みを体系的に示すものとして策定したもの

でございます。

ことし３月に長期ビジョン及び７月にアク

ションプランが改定されましたので、これを受

けて、今回、改定するものでございます。

また、改定に当たりましては、９月に策定さ

れました宮崎県まち・ひと・しごと創生総合戦

略の内容を踏まえますほか、来年春に予定され

ております東九州自動車道の北九州・宮崎間の

開通、香港・台湾線などの国際航空路線の充実、

さらには細島港等の港湾施設の整備など、本県

の交通及び物流を取り巻く環境の変化を反映さ

せることといたしております。

次に、２の主な視点についてでございます。

これは、今回の改定に際して反映させること

とします宮崎県の交通・物流を取り巻く環境の

変化について、その主な視点を整理したもので

ございます。

まず、人口構造につきましては、自然減と社

会減の同時進行により、人口減少が加速化をい

たしております。

観光では、台湾・香港線などの国際航空路線

の充実やクルーズ船の寄港などにより、外国人

の旅行客が増加してきております。

経済・産業では、経済・産業活動が広域化し

た今日、国内外との人・物などの交流拡大がさ

らに必要となってきております。

また、交通・物流インフラにつきましては、
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東九州自動車道や細島港などの重要港湾の整備、

交通系ＩＣカードの導入、路線バスを利用した

宅配便の輸送、客貨混載、長距離フェリーの神

戸就航、ＬＣＣの就航などが挙げられます。

また、2020年東京オリンピック・パラリンピッ

ク競技大会の開催につきましては、交通手段の

利便性やおもてなし環境の向上、南海トラフ地

震等への備えにつきましては、災害に強い交通

・物流ネットワークの形成が求められていると

ころでございます。

こうした視点を踏まえまして、どのように戦

略に反映させるかにつきましては、次の３の改

定後の概要でございますけども、次のページ以

降で御説明したいと思います。

次の20ページをお願いいたします。

左側のページが交通編、右側のページが物流

編となっております。それぞれ現状と課題を踏

まえまして、共通の目指す目標、みやざきのま

ち・ひと・しごと創生を支える交通・物流ネッ

トワークの形成に向けまして、取り組みの基本

方針に基づき戦略を定め、各種の取り組みを進

めることとしております。

この目指す目標につきましては、この戦略が

宮崎県まち・ひと・しごと創生総合戦略を踏ま

え、総合戦略におきます交通・物流の目指す施

策の方向性に関して具体的な取り組みを示すと

いうものでありますことから、このように設定

したところでございます。

まず、中ほど左側の地域公共交通活性化戦略

では、県民生活や地域を支える交通網の構築を

基本方針とし、これを戦略の１から３に分類い

たしております。

この主な取り組み例として、右側に書いてご

ざいますけども、例えば、３つ目のポツにござ

いますように、路線バスを活用した宅配便の輸

送、客貨混載によるバス路線の維持。その下の

コミュニティバスなどの地域のニーズに合った

交通手段の導入により、小さな拠点の形成など

に取り組んでまいりたいと考えております。

次の広域国際交通活性化戦略では、国内外と

の交流を活性化させる交通網の構築を基本方針

とし、これを戦略の４から６に分類しておりま

す。

右側にあります主な取り組み例として、中ほ

ど、それから下から２つ目のポツにございます

ように、国内及び国際航空路線の充実に向けた

取り組みでありますとか、一番下のクルーズ船

に向けた港湾機能の充実や積極的な誘致活動な

どに取り組んでまいりたいと考えております。

また、最後の安全安心交通戦略では、安全安

心で誰もが利用しやすく、人に優しい交通網の

構築を基本方針とし、これを戦略７と８に分類

しております。

右側にございます主な取り組み例として、２

つ目のポツにありますように、災害に備えた関

係機関の連携でありますとか、その一番下の交

通系ＩＣカードの普及及び利用可能エリアの拡

大などに取り組んでまいりたいと考えておりま

す。

次に、右側の21ページの物流編についてでご

ざいます。

資料中ほど、左側でございます物流網構築戦

略では、県内産業を支える物流網の構築を基本

方針とし、これを戦略の１から３に分類してお

ります。

右側にございます主な取り組み例として、２

つ目のポツにありますように、増加貨物や船舶

の大型化に対応した港湾の整備でありますとか、

その下のトラックドライバーなどの物流を支え

る人材の確保などに取り組んでまいりたいと考
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えております。

その次の物流効率化戦略では、物流効率化の

推進を基本方針とし、これを戦略４と５に分類

しております。

主な取り組み例として、２つ目のポツにござ

いますように、荷主、物流事業者の連携による

輸配送の共同化でありますとか、その下の鉄道

・海上輸送のモーダルシフトの推進等に取り組

んでまいりたいと考えております。

最後に、共通戦略として、荷主や輸送機関、

行政などが、物流課題等について協議する場を

設け、本県物流の効率化を推進することといた

しております。

資料の19ページにお戻りいただきますようお

願いいたします。

下のほうに、４の戦略の期間ということで書

いておりますけれども、平成28年度を初年度と

し、目標年度を宮崎県まち・ひと・しごと創生

総合戦略と同じ平成31年度に設定したいと考え

ております。

最後に、５の今後のスケジュールでございま

すが、12月中に物流関係の企業などから、本戦

略の改定に関しまして意見をお聞きする予定と

しておりますし、また、パブリックコメント等

も実施することとしております。

１月に、宮崎県交通・物流対策推進本部の幹

事会において審議し、２月に同本部会議におい

て審議の上、決定し、３月のこの常任委員会に

おいて御報告させていただきたいと考えており

ます。

なお、別冊の資料１で、素案をお配りをして

おります。今後、今申し上げました物流関係者

等からの意見を踏まえまして、修正等が見込ま

れるところでございますけども、後ほどごらん

いただきますようお願いいたします。

説明は以上でございます。よろしくお願いい

たします。

○石崎中山間・地域政策課長 それでは、当課

から２件ほど御報告させていただきます。

まず、資料の22ページをごらんください。

祖母傾山系周辺地域のユネスコエコパークへ

の登録に係る申請書概要の審査結果等について

でございます。

まず、資料の１、ユネスコエコパークの概要

でございますが、ユネスコエコパークは、生態

系の保全と持続可能な利活用の調和を目的とし

て、1976年にユネスコが開始した制度でありま

して、自然環境の保護・保全を行う核心地域、

核心地域を保護するための緩衝地域、人と自然

が共生する移行地域の３つの区域を設定いたし

まして、各種取り組みを行うものでございます。

２の登録に向けたこれまでの取り組みでござ

いますが、この地域の貴重な生態系の保全や地

域資源の再認識による知名度向上、交流人口等

の増加を図ることを目的といたしまして、昨年

度から本県の関係の市町、大分県及び大分県関

係市と連携し、登録に向けた取り組みを進めて

いるところでございます。

主な取り組みを記載しておりますけれども、

ことしの２月に本県と大分県の関係自治体の市

長、町長を中心とする大分・宮崎推進協議会を

設立して以降、両県が連携して取り組んできて

おりまして、ことし８月にはこの地域の取り組

みのテーマや３つの区域設定などといった基本

的事項を記載しました申請書概要を日本ユネス

コ国内委員会―文部科学省が事務局でござい

ますが―そちらへ提出いたしました。

この地域では、22ページの下のほうにござい

ますけれども、地形や自然的特徴、神楽などの

この地域に共通する文化などを踏まえ、「尖峰と
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渓谷が育む森と水、いのちの営みを次世代へ～

自然への畏敬をこめて～」というテーマのもと

で取り組んでいくこととしております。

また、先ほど申し上げました区域設定でござ

いますが、資料の24ページ、それから25ページ

を参考でごらんいただきたいんですけれども、25

ページのほうに、「エコパークについて」という

参考の資料がございます。その中ほどに図がご

ざいますが、まず、核心地域という本当に保護

・保全していくべきものが、生態系、ございま

して、その周りを取り巻くようにして緩衝地域、

核心地域への影響を減らすための地域を設定い

たします。

また、その外側に移行地域としまして、人が

生活し、自然と調和した持続可能な発展を実現

する地域を設定することとなっております。

24ページが、今回考えております祖母傾山系

でのエリア設定でございますが、白黒で申しわ

けございませんが、一番黒い部分が３カ所ござ

います。祖母山、傾山、大崩山にそれぞれござ

いますが、こちらが核心地域、その周りのちょっ

と薄い部分が緩衝地域でございまして、これは、

林野庁が自然環境の保全等を目的に指定してい

る森林生態系保護地域と同範囲で設定しており

ます。

また、移行地域につきましては、関係市町の

各地域での取り組みなどを考慮して設定してい

るところでございます。

それでは、資料の23ページにお戻りいただき

たいと思います。

３の申請書概要の審査結果でございます。

８月に提出いたしました申請書概要は、本番

の申請に備えてこういう内容で申請をいたしま

すよという、概略をまとめたものでございます

けれども、11月５日に日本ユネスコ国内委員会

ＭＡＢ計画分科会が開催されまして、この地域

の申請が適当であるかについて審査が行われま

した。

この審査において、分科会の所見に対応しつ

つ、平成28年のユネスコへの申請に向けて準備

を進めてよいとの結果になりました。

ただ、分科会でも、大きく分けまして、２点

ほど所見をいただいているところでございます

が、今後、これにしっかり対応していきたいと

考えております。

最後に、４の今後の予定でございますが、ま

ず、来年２月末までに申請書の案を、日本ユネ

スコ国内委員会へ提出し、分科会や関係省庁に

よる内容の確認、指導を受けつつ、８月までに

正式な申請書の和文及び英文を提出することと

なります。

そして、９月に国内での最終審査の後、ユネ

スコへの推薦が行われ、早ければ平成29年の夏

ごろにユネスコにおいて審議・決定が行われる

予定となっております。

今後も、引き続き関係市町や大分県などの関

係機関と連携し、登録に向けて取り組んでいき

たいと考えております。

エコパークについては、以上でございます。

次に、委員会資料の28ページをごらんくださ

い。

続きまして、移住・ＵＩＪターン施策の取組

状況についてであります。

本県の人口減少に対応する施策の一つとして、

今年度から移住・ＵＩＪターン施策に積極的に

取り組んでいるところでございますが、その状

況について報告させていただきます。

まず、１番、今年度開設いたしました宮崎ひ

なた暮らしＵＩＪターンセンターにおける相談

状況についてでございますが、ことし４月に東
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京と宮崎に開設いたしまして、ワンストップで

相談対応を行っているところでございます。

（１）の相談件数の表にございますとおり、

移住相談、就職相談、合せて10月末現在で、333

件の相談を受けております。

ちなみに、移住相談で比較いたしますと、前

年同月末が69件でございましたところ、今年度

は189件ということで、前年比で約2.7倍という

状況になっております。

（２）の相談内容でございます。

一例を挙げておりますけれども、仕事関係で

は、50歳までにキャリアチャレンジのために農

業をやりたいとか、住まい関係では、息子が宮

崎にいるので２世帯住宅を建て、一緒に住みた

い。その他では、気候も温かく食べ物もおいし

い、ゆっくり豊かに暮らしたいといったような

相談が寄せられているところでございます。

また、下の枠囲い、今年度開設してからセン

ターが受けて、移住等に結びついた事例を御紹

介しておりますけれども、フォローアップを行っ

た結果、移住に結びついた事例が３件出ており

ます。

また、あわせてやっておりますＵＩＪターン

の関係で、ふるさと宮崎人材バンク登録により、

県内への就職が決定して移住に結びついた事例

が６件。また、いろいろな相談を受けながら、

継続的にフォローアップしている事例が33件ご

ざいます。

次に、29ページでございますけれども、一番

上の（３）これまでの移住実績でございます。

これは、県、市町村等が相談を受けて移住に

結びついた事例を集計したものでございますけ

れども、今年度は、これは９月末までの状況で

ございますが、半年間で42世帯、移住世帯数の

把握を開始した平成18年10月からは498世帯の移

住が実現したところでございます。半年間で42

世帯ということで、例年より速いペースで移住

世帯数がふえていると見ております。

参考としまして、平成18年度以降の移住世帯

の実績の性別、年代別、前住所等のデータを載

せておりますけれども、年代でいいますと30代

が最も多く、次いで20代。前住所、表の右側に

なりますけれども、関東が最も多く、次いで九

州・沖縄と。移住先では、県央が最も多く、次

いで県南という結果となっております。

次に、（４）ふるさと宮崎人材バンク登録数で

ございますけれども、このふるさと宮崎人材バ

ンクでは、県外の方で、宮崎県に転職・就職を

考えている方と県内企業とのマッチングをサイ

ト上で行っておりますけれども、掲載企業の開

拓等に積極的に努めておりまして、４月以降、

表にございますとおり、掲載社数、掲載求人数

ともふえておりまして、10月末時点で、掲載社

数357社、掲載求人数542件という状況でござい

ます。

また、あわせまして、東京都内大学等への活

動等も行っておりまして、都内の国立・私立大

学へセンターの開設とか、いろんなセミナー等

を開催しておりますが、そういったイベント情

報の広報、あと、就職相談会の開催、あるいは

宮崎県人会や宮崎県の学生寮への訪問等を行っ

ているところでございます。

次に、その下、２の移住セミナー、相談会等

の状況についてでございます。

多くの人に宮崎県の状況等を御理解いただく

ために、各種セミナー等を開催しております。

（１）に挙げておりますとおり、移住関係、

ＵＩＪターン就職関係、あとは就農相談、就農

講座等を開催しておりまして、（２）の実績にご

ざいますとおり、現在までのところ、各種の開
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催によりまして、810人の参加をいただいている

ところでございます。

今後も、移住関係をそれぞれ開催していくこ

ととしております。

次に、資料の30ページをお開きください。

一番上の３の県の補助事業を活用した市町村

の取組状況でございますが、県といたしまして

も、市町村に対して補助を行いまして、それぞ

れの取り組みを支援しているところでございま

すが、都市部でのセミナー・相談会への参加に

対する助成では、これまでのところ都城市、西

米良村など、14市町村が活用して参加しており

ます。

また、（２）にございますお試し滞在につきま

しても、西都市、高原町など５市町村が活用し

ております。

また、空き家等情報バンクについても助成を

しておりまして、宮崎市、えびの市など９市町

村で、また（４）、これは今年度から拡充した部

分でございますが、移住者へのフォローアップ

体制づくりにつきましては、日南市、小林市な

ど６市町村が活用しているところでございます。

また、４にございますとおり、県も移住・農

林業体感ツアーというものを、今年度、実施し

ておりまして、先ごろ、11月21日から23日にか

けて、第１回を西都市及び西米良村で実施いた

しました。20名の定員に対して18名の参加をい

ただきまして、参加者からは、「ほとんどが初め

ての経験ばかりで、とても新鮮だった」、あるい

は「宮崎に移住を考えるよい体験となった」と

いったような感想をいただいているところでご

ざいます。

今年度は、あと１回開催したいと考えており

ます。

それから、５番の宮崎県移住・ＵＩＪターン

促進協議会についてでございますが、全県を挙

げて県内への移住・ＵＩＪターンを促進するた

めの協議会を設立いたしまして、第１回総会を11

月５日に開催いたしました。

（２）の構成団体、表にございます25団体が

参加しております。

この協議会本体以外に、地区別会議、ワーキ

ングチーム等も開催することとしておりますが、

今後は、本県ならではの特性や強み、魅力をプ

ロモーションする日本のひなた宮崎県のキャン

ペーンと一体となって、「あったか宮崎ひなた暮

らし」というのをキャッチフレーズとしまして、

積極的に情報を発信し、本県への人の流れをつ

くり出していきたいと考えております。

次に、資料の31ページでございますが、移住

情報サイト及びガイドブックのリニューアルに

ついてでございます。

移住情報サイトのリニューアルにつきまして

は、これまで①の目的にもございますとおり、

移住・ＵＩターンに関する実態調査結果におき

まして、移住等をする際に必要なサポートとし

て、総合情報サイトを挙げた方が最も多い結果

となっておりまして、この委員会でもいろいろ

と御指摘いただいていたところでございますが、

移住希望者へのニーズに沿ったより有益で使い

やすく、日本のひなた宮崎県のイメージに合っ

た、宮崎ならではの移住ライフスタイルを効果

的に全国に発信できるサイトとしてリニューア

ルを行いまして、11月25日に公開したところで

ございます。

別添の資料２として、サイトのイメージを載

せております。もうこれは、実際に動いており

ますが、３枚つづりになっておりますが、３ペ

ージ目がリニューアルするまで運用していたサ

イトでございます。このサイトも、実際の移住
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者の方の「顔」が見えるサイトでございました

けれども、移住者の求める仕事とか、住まいと

かいった情報が、ページの上にちょっと小さく

出てるということで、いろいろと御指摘をいた

だいておりました。

そこで、今回の改善内容でございますけれど

も、委員会資料の31ページの③主な改善内容に

ございますとおり、タイトルデザイン、まずサ

イトタイトルを「あったか宮崎ひなた暮らし」

に変更して、日本のひなた宮崎県のイメージに

合ったデザインに変更したということ。

また、ページ構成につきましても、仕事、住

まいの情報への入り口をトップページ上で、わ

かりやすく配置するなど、できるだけ少ないク

リック数で目的のところに行けるというような

ところを、改善を図ったところでございます。

また、（２）にございますとおり、移住ガイド

ブックもリニューアルいたしまして、新たに内

容を簡単にまとめたリーフレットも作成するこ

とにしております。

これも、やはり日本のひなた宮崎県のイメー

ジに合ったデザインに一新するといったことで

ございまして、12月11日に発行したいと考えて

いるところでございます。

中山間・地域政策課の説明は、以上でござい

ます。

○村上生活・協働・男女参画課長 生活・協働

・男女参画課のその他の報告事項について御説

明いたします。

まず、委員会資料の32ページをごらんくださ

い。

宮崎県民の消費生活の安定及び向上に関する

条例の改正についてです。

改正の背景等につきましては、消費者安全法

―これは、消費者の被害を防止し、その安全

を確保するための基本理念やさまざまな方策等

を定めた法律でありますが―この法律が平

成26年６月に改正され、県及び消費生活センタ

ーを設置する市町村は、消費生活センターの組

織及び運営に関する事項等について条例で定め

ることとされたところです。

このため、国が示す参酌基準を踏まえまして、

既存の宮崎県民の消費生活の安定及び向上に関

する条例を改正し、所要の事項を盛り込むこと

としたものであります。

条例で定める事項としましては、消費生活セ

ンターの名称及び住所、消費生活センター長及

び職員の配置など、消費生活センターの組織及

び運営に関することと、消費生活相談等により

得られた情報の安全管理に関することです。

今後の予定といたしましては、平成28年２月

に、学識経験者、消費者代表、事業者代表、行

政等から成ります消費生活対策審議会に報告し

た後、２月定例県議会におきまして、条例改正

議案を提出したいと考えております。

以上です。

○壹岐交通・地域安全対策監 次に、委員会資

料の33ページをお開きください。

第10次宮崎県交通安全計画の策定について、

御説明申し上げます。

まず、趣旨となりますが、交通安全対策基本

法第25条において、都道府県は国の基本計画に

基づき、交通安全に関する総合的な施策を定め

る計画を５年ごとに作成することが義務づけら

れているところでございます。

このため、第９次計画に続いて、現在、国が

策定中の基本計画に基づき、平成28年度を始期

とする第10次宮崎県交通安全計画を策定するも

のであります。

計画の期間は、平成28年度から平成32年度ま
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での５年間となります。

計画の概要は、本県における交通安全に関す

る総合的かつ長期的な施策の大綱を定めるもの

ですが、理念、目標、戦略によって構成され、

計画の最終年の平成32年までの交通事故死傷者

数等の目標数値を設定し、そのために講ずべき

対策を示すこととしております。

また、計画の基本理念は、「人優先」の交通安

全思想を基本とし、交通事故を構成する３要素、

人・交通機関・交通環境に対する各種施策の推

進、情報通信技術の活用、救助・救急活動及び

被害者支援の充実などにより、交通事故のない

社会を目指すこととしております。

今後の予定となりますが、関係機関・団体へ

の照会、意見聴取等を経て、平成28年２月にパ

ブリックコメントを実施し、平成28年５月に県、

警察本部、市町村、運輸支局、ＪＲ等がメンバ

ーとなっている宮崎県交通安全対策会議で計画

を審議・決定した上で、６月定例県議会総務政

策常任委員会に報告させていただきたいと考え

ております。

説明は、以上でございます。

○神菊文化文教課長 同じく資料の34ページを

ごらんください。

最後になりますが、今年度の若山牧水賞の受

賞者について御報告させていただきます。

本賞は、本県出身の国民的歌人、若山牧水の

業績を長く顕彰するため、短歌文学の分野で傑

出した功績を上げた者を表彰することにより、

短歌文学の発展に寄与するとともに、心豊かな

文化意識の高揚、本県のイメージアップを図る

ことを目的としておりまして、平成８年に創設

されたものであります。

主催は、県、県教育委員会、宮崎日日新聞社、

延岡市、日向市でございまして、運営委員会を

組織し、実施しているところでございます。

対象としましては、前年の10月１日から当年

の９月30日までの１年間に刊行された歌集及び

若山牧水論の著書でございます。原則として、

毎年１名を表彰することとしております。

なお、選考に際しては、記載のとおり、我が

国を代表する４名の歌人にお願いしているとこ

ろであります。

今回は、第20回目の節目を迎えたところであ

りますが、受賞者は、埼玉県在住の歌人で、早

稲田大学教授の内藤明氏の歌集「虚空の橋」に

決定いたしました。

内藤氏は、これまで、平成16年に第54回芸術

選奨文部科学大臣新人賞並びに第９回寺山修司

短歌賞、平成26年には、第50回短歌研究賞を受

賞しておられます。

今後の予定でございますが、授賞式等を来年

２月８日、受賞者による学校訪問並びに受賞者

記念講演会を、その翌日の２月９日にそれぞれ

行うこととしております。

なお、受賞作品の中から、選考委員より選ん

でいただいた20首を、次の35ページに記載して

おりますので、ごらんいただきたいと存じます。

説明は、以上でございます。

○清山委員長 執行部の説明が終了しました。

その他報告事項について質疑はありませんか。

○坂口委員 物流ネットワーク戦略に関して、20

ページです。海上交通の現状と課題のところで、

他航路との競争等が整理の視点で出てますけれ

ど、県外の他航路との競争と、もう一つ、県内

３つの重要港湾内での他航路との競争という。

これは、競争ではなくて、すみ分けということ

になっていくんだろうと思うんです。

その中で、油津港が気になっているんですけ

れど、油津港自体は、位置づけとして、今後ど
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んな役割を担っていくことになるんですか。

○野口総合交通課長 県土整備部の港湾課等と

の意見交換におきましては、県南地区の窓口と

いいますか、物流拠点というふうに、それぞれ

重要港湾を分けておられますけれども、特にこ

こで、他港との競争という表現を使っておりま

すが、志布志港あたりとの役割分担ですとか、

もちろん連携を図る部分もありますし、競合す

る部分もあろうかと思います。

そういった中で、最近では、油津港ではクル

ーズ船等の入港もございます。そういった面等

もありますので、また港湾課等とも連携しなが

ら進めてまいりたいと思っております。

○坂口委員 今言われたように、一つは志布志

港との競争があると思うんです。競争というの

は、施設としての競争、その施設がいかにすぐ

れているか、あるいは地の利の競争、そこが宿

命的に持ってるものが一つ出てくると。今度は、

支援のあり方です。補助金なり、それから、減

免なりという、そういった支援のあり方の２つ。

これは、その都度やっていくのと、宿命的にど

うしようもない施設のグレードといいますか、

あると思うんですけれど。

グレードでの、志布志あたりとの競争を考え

たときに、油津の役割は木材とか、それからチッ

プ。木材は、入りと出ですね。あと、クルーズ

船あたりとなってくるのかなと思ったとき、あ

そこに投資をしていってる整備費用に比べて、

敷地の面積が余りにも狭過ぎると思うんです。

使える用地、スペースがほとんどないんです。

あそこはもう、条件的に背後地が狭いという

条件があるから、いかんともしがたいものがあ

るのかもわからんけれど、そうなるとやっぱり

埋立地を確保していくという。１キロ防波堤を

延ばすなり、突堤を延ばすなり、いろんなこと

をするのに費用は一緒ですから、問題はどの方

向に防波堤を出して、残った海面を埋め立てで

きるかどうかで。

僕は、ここは面を確保していかないと、投資

するのにもったいないと思うんです。でないと、

もう幾らあそこに金かけたって、新たにあの港

の敷地を使おうとしたって、敷地がないんです

よね。

県は、これから木材を大いに、県産材の活用

とか、国外に向けてまで出していこうという計

画を持っているんですけれど、その材木がどの

道を通って、どこに持っていって、どういう手

段で海外へ。こんな重量とか量だけ多く、単価

が安いものを飛行機に載っけるわけにいかんで

すよ。どうしても船ですよね。

だから、そういったことを考えたら、せっか

く投資するのに、その視点から今度の計画はやっ

ていって、そこらを県土整備部と十分やりなが

ら。県土整備部は、ものつくり屋さんですから、

いいものを、しっかりした構造物をつくるとい

う視点からは強いかもわかんないけれど、将来、

宮崎がどの方向を向いて、どうやっていくんだ

ということを、用地を確保していくという視点

が、あそこはちょっと、それが欠けてるんじゃ

ないかという気がするんです。本当に面積がな

いです。それをぜひ。広い視点から、今度の整

備計画はやってほしいなと思います。

○野口総合交通課長 御意見等を踏まえまして、

県土整備部とも十分協議をして、対応してまい

りたいと思っております。

○丸山委員 鉄道のことでお伺いしたいんです

が、素案の30ページに、東九州新幹線に向けた

取組と明記されているんですけども、我々、前

回の補正予算のときにいろいろ議論したんです

が、かなり前向きに書いているような感じがす
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るんです。これは、現実を見据え、議論を行い

ながら取り組んでいきますということを書いて

あるんですが、まだ、どういう調査をされてる

のか、結果も出てない中、このような書き方を

続けていくのか。これでいいのかなと、議論を

……。今書いているのが、前向きに取り組みま

すというような感じに見えてしまうものですか

ら、どうなのかなと思いますが、そこのところ

を説明していただくとありがたいと思います。

○野口総合交通課長 ここの表現につきまして

は、アクションプラン、長期ビジョンに合わせ

たところでございまして、先般、９月議会等々

でのいろいろな御意見を踏まえまして、市町村

や県民等との現実を見据えて幅広く議論を行い

たいと。そういった中で、今後、取り組んでい

きますという表現にしているところでございま

す。今、調査をやっているところでございまし

て、来年度以降、そういったものをベースに、

またいろいろ幅広く議論を深めてまいりたいと

思っているところでございます。

○丸山委員 調査結果がまだはっきりしてない

ものですから、我々にも、早目早目に情報をい

ただきながら、やっていただきたいと思います。

というのは、新幹線、在来線がかなり厳しく

なって、地域交通がぐちゃぐちゃになってしま

うんじゃないかなという懸念を持ってしまうも

んで、その調査は在来線を含めてやられるとい

うことでしたが、絵に描いた餅になるんじゃな

いかという気がして、人口減少がどんどん進む

中で、どうやってこの物流ネットワークをやっ

ていけるのかなという懸念があるもんですから、

鉄道のみならず、ほかのものも人口減少という

すごく大きな前提で、どう描いていくのか。

また、今、まち・ひと・しごとの総合戦略と

連携しながらやっていかなくちゃいけないとい

うことで、これまでと違うような物流ネットワ

ークとの計画、構想をやっていただきたいと思っ

ているんで、その辺の視点は入っていらっしゃ

るんでしょうか。

○野口総合交通課長 まさに今、委員が御指摘

のとおり、人口減少という視点をまず第一に踏

まえましょうということで、先ほど御説明申し

上げました委員会資料の２の主な視点のトップ

のところで、人口構造を、これは項目だけです

けれども、書かせていただいたところでござい

まして、そこをまず念頭に置きながら、どういっ

た施策を進めていくかにつきましては、この計

画の中でしっかりと反映させてまいりたいと

思っているところでございます。

○丸山委員 いずれにしましても、今後、高齢

化も進んでいきますので、そのときに、交通弱

者をどうやっていくのかというのが、非常に大

きな問題になってくるんだろうなと思ってます。

それも、しっかりと対応をお願いしたいと思っ

ております。

○坂口委員 ＵＩＪターン関係で、前から何度

か言ってきているんですけれども、フォローアッ

プ、平成19年度からかな─の入り込みという

か、移住世帯がカウントされて、この人たちの

フォローアップ、これは、その後どうなってい

ますか。何度か委員会で発言したことがあるん

ですけれど。

○石崎中山間・地域政策課長 これまで御指摘

いただいた事項としまして、まず、どうやって

移住者を把握していくのかというものもござい

ますし、それに基づいて、移住した後にどのよ

うにフォローアップをしていくのかというとこ

ろが主な御指摘であったと思います。

移住した後のフォローアップ、これは、移住

前もでございますが、資料の30ページにござい
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ますとおり、そのフォローアップ体制づくりを

大きな課題と捉えまして、県の支援策の中で、

フォローアップ体制づくりを行う場合は、補助

の最高額を増額するということを行っておりま

して、今年度、６市町村が設置、利用しており

ます。その中で、相談員とかを設置しながら、

フォローアップに努めているところでございま

す。そういった意味で、フォローアップ体制も、

徐々に充実してきているところでございます。

また、移住者の把握、これが、個人情報等の

問題もございまして、一番難しいところなんで

すけれども、今後、市町村等とも、地区別会等

を通じまして、その把握の仕方について検討し

ていきたいと考えておりますが、例えば、都城

市でございますけれども、匿名で任意のアンケ

ートを窓口で行うといったところも出てきてお

りまして、今後、そういった方法等も……。あ

と、他県の状況なども参考にしながら、まず、

できるだけ移住してきた段階で把握して、フォ

ローにつなげていきたいと考えております。

○坂口委員 個人情報の限界とか、そういった

ものもあるのかもわからん。そうでなくても、

せっかく帰ってきたけれど、以前から言ってる

ように、ここに50代までにキャリアチャレンジ

のために農業と、いうことも書いてあるんです

けれど、僕が見てきてるのは、農業で移住して

きた人、若い夫婦とかがあこがれて……。その

人たちがいつの間にか、もうやれなくなって、

出ていってしまってるっていう……。これはやっ

ぱり避けさせるべきだと。その人らを、かなり

厳しい環境の中に追い込むということに、結果

的になっていくわけですから、そこらは、もう

見りゃあわかるだけのことで。

そういった人たちを検証していくことによっ

て―例えば、消費者の感覚で、都会にいた人

がこちらに来て、出口を持って宮崎に来て農業

をやれば、これは、成功すると思うんです。差

別化、区別化をして、ちゃんと出口を持ってい

れば。

そういったものを検証していくことによって、

こういう考え方で来た人は、起業して６次産業

化までつながりましたよとかいうものを、分析

していくべきだと思うんです。

宮崎に誘致する場合には、フォローアップに

つなげていきながら、それを還元していくとい

う、成功させる方法で宮崎に連れてこないと。

数合わせで、実績づくりだったら、それはやっ

ちゃいけない行為ですよ。その人がどうなろう

と構わんと、連れてきた。それは、やっぱりや

るべきじゃないって、そこのところを今までずっ

と言ってきてるから、これはぜひ……。

そんな個人情報なんて細かいことを言ってな

くて、人が来て成功したかしないか。なぜ失敗

したの、なぜ成功したの、それをやっていただ

いて。そして、わかってれば、そこをフォロー

アップしていって、成功につなげるべきだって

思うんです。そこはぜひ、もうちょっと踏み込

んだ考え方を持ってやってほしいなと思うんで

す。

そういうことが、宮崎に農業で来た、あるい

は他のことで来た人が、みんな宮崎にとどまっ

て、２世、３世を宮崎にちゃんと根づかしたよ

ということになれば、これ以上の宮崎の売りと

いうものは、将来出てこない。空港を整備しま

した、観光名所ですよ、やれどうだ、暖かいで

すって言ったって、そんなものはみんな帰って

行けば、それは宮崎の言うことはうそだという

ことになります。

だから、将来を見据えて、この事業が、宮崎

が本当に、宮崎に来ることがやっぱりいいこと
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なんだって思えるような、それを形として証明

できるようなことにつなげるためにも、これは

ぜひ、大切なことだと思っておりますので、お

願いをしておきます。

それからもう一つ、ふるさと人材データバン

クですか、これは、もう随分息の長い事業で、

たしか、県とハローワークとの共同だったです

かね。

○石崎中山間・地域政策課長 これは、県がサ

イトとして設置しているものでございます。県

が、企業に働きかけをいたしまして、求人情報

をいただいて、それを掲載してるものでござい

ます。

○坂口委員 年間の人材データ……。ふるさと

人材何バンクやったか。それの事業として、総

会とか協議会とか、そういったものを、以前は、

ハローワークと何かをやっていたような気がす

るんです。

○石崎中山間・地域政策課長 実際、実務的な

事業につきましては、商工観光労働部で実施し

ておりますけれども、先ごろ、宮崎労働局と県

が連携の協定を結びまして、一体となってＵＩ

Ｊターンと、あるいは就職の場の確保のために

取り組みを行っていくということでございます

ので、ふるさと宮崎人材バンクに限らず、さま

ざまな取り組みを労働局とも連携しながら、あ

るいは市町村とも連携しながらやっていくこと

となっております。

○清山委員長 済みません、12時になってしまっ

たので、ここまでとして、その後は午後でよろ

しいですか。（発言する者あり）

今の続きでございませんか。それか、ここで

一旦……。（発言する者あり）

○坂口委員 続けていいですね。

○清山委員長 はい。

○坂口委員 とにかく、何らかの事業をやると

思うんです。登録をして、それをハローワーク

と、年１回の協議をやってから、何らかの形で

お世話をしていたと……。ほとんどが待ちの姿

勢だったんです。今もそうだと思うんです。

この中にそれを組み込むべきじゃないかって

いうこと。あれに登録する人たちは、特殊な技

能とか技術とか資格を持った人たちが、平成の

初めあたりは、ほとんどだったですよ。

だから、ただ帳簿をもって管理してるだけじゃ

なくて、年に１回だけ情報交換をハローワーク

とやっていたぐらいだったです。ハローワーク

のそういった問い合わせが、ハローワークに対

しての求職情報があるよというところに会わせ

て、それが成立しなかったのがほとんど報酬だっ

たです。東京相場で来てて、それを登録されて

いるだけだから。

だから、それもここに組み込んで、有機的な

一つの資源として使うべきじゃないかなという

ことを言いたかっただけです。もう時間がない

からいいですけれど、そこをぜひ検討して、デ

ータバンクもここでやるべきじゃないかなとい

う気がするんです。

○石崎中山間・地域政策課長 ただいまの御意

見を商工観光労働部には伝えまして、今後の参

考として、より一層の雇用の促進につなげてい

きたいと考えております。

○清山委員長 ほかにございますか。もしあれ

ば、午後にまた再開といたしますけれども─

よろしいですか。

それでは、以上をもちまして、総合政策部を

終了いたします。

執行部の皆様、お疲れさまでした。

暫時休憩いたします。

午後０時３分休憩
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午後１時１分再開

○清山委員長 委員会を再開いたします。

本委員会に付託されました議案等についての

説明を求めます。

なお、委員の質疑は執行部の説明が全て終了

した後にお願いいたします。

○成合総務部長 総務部でございます。

それでは、本日御審議いただきます議案につ

きまして、お手元に配付しております総務政策

常任委員会資料により、御説明いたします。

資料の１ページをお開きください。

平成27年度11月補正予算案の概要（議案第１

号）についてであります。

今議会に提出しております補正予算案は、国

庫補助決定に伴うもの、その他必要とする経費

について措置するものであります。

補正額は、一般会計で16億502万4,000円の増

額をお願いするものであります。

この結果、一般会計の予算の規模は、11月補

正後で7,064億4,701万4,000円となります。

今回の補正による一般会計の歳入財源でござ

いますが、国庫支出金が４億8,763万4,000円、

財産収入が32万7,000円、繰入金が９億8,506

万3,000円、県債が１億3,200万円であります。

次に、２ページをお開きください。

一般会計歳出の款ごとの内訳であります。

主なもののみを申し上げます。

一番上の総務費でございますが、これは、地

域での経済循環の創造を図るため、産学官金連

携のもと、地域の資源等を活用し、先進的な事

業を起こす民間事業者の取り組みを支援する事

業を行うものであります。

次の民生費でありますが、これは、児童入所

施設等の運営の適正化及び入所児童処遇改善を

図るため、職員の待遇改善や入所児童への学習

支援の拡充等を図る事業などを行うものであり

ます。

その下の衛生費でございますが、地域におけ

る医療及び介護の総合的な確保を推進する事業

の財源といたしまして、国の交付金及び県費を

地域医療介護総合確保基金に積み増すとともに、

この基金を活用しまして、医療従事者の確保・

定着を図る事業などを行うものであります。

農林水産業費でございますが、これは、森林

整備加速化・林業再生事業の一部事業の実施期

間終了に伴いまして、入札等で発生いたしまし

た執行残を国へ返還するものや、口蹄疫発生に

伴い生じました埋却地を整地し、再生活用を図

る事業等を行うものであります。

土木費でございますが、河川の改修改良事業

を、その次の災害復旧費は治山施設の復旧事業

を行うものであります。

予算議案については、以上でございます。

次に、５ページをお開きください。

特別議案でございますが、この５ページから12

ページまでになりますが、ここに記載の５ペー

ジの議案第２号「宮崎県税条例の一部を改正す

る条例」など、７件がございます。

詳細につきましては、後ほど担当課長から説

明させますので、よろしくお願いいたします。

次に、13ページをお開きください。

報告事項でございます。

損害賠償額を定めたことについてであります。

これは、県有車両による事故の損害賠償額に

ついて、地方自治法第180条第２項の規定、専決

処分に基づき御報告をするものであります。

最後に、次の14ページをお開きください。

その他の報告事項でございます。

本日御報告いたしますのは、ここに記載して
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おります宮崎県における事務処理の特例に関す

る条例の一部を改正する条例についてでありま

す。

それぞれの詳細につきましては、担当課長か

ら説明させますので、御審議のほどよろしくお

願いいたします。

私からは、以上でございます。

○阪本財政課長 それでは、議案第１号の歳入

予算につきまして、御説明いたします。

資料３ページにお戻りください。

一般会計の歳入一覧でございます。

今回の補正をお願いしておりますのは、太い

四角囲み、平成27年度の11月、今回補正額の欄

でございます。この歳入の内訳について御説明

いたします。

まず、自主財源、財産収入、繰入金。依存財

源につきましては、国庫支出金、県債等、ごら

んの数字での歳入を計上しております。

詳細につきまして、４ページをお開きくださ

い。

それぞれにつきまして、内訳を記載しており

ます。

まず、財産収入につきましては、説明の欄に

ございます地域医療介護総合確保基金、今回、

積み増しをいたしますが、今回の分、それから

年度当初に積んでいる分も一部含めまして、こ

れらの運用利子、これにつきまして32万7,000円

を計上いたしております。

２番目の繰入金につきまして、これは、基金

からの繰り入れでございます。

１つ目が財政調整積立金の繰入金、今回の補

正に伴います特定財源を除きました一般財源を

こちらから繰り入れております。８億6,900万円

余りでございます。

それから、森林整備加速化基金、償還分の基

金、それから、地域医療介護総合確保基金をそ

れぞれごらんの数字を取り崩し、繰り入れるこ

ととしております。

国庫支出金につきまして幾つかございますが、

主なものを御説明いたします。

国庫負担金のうちの１つ目の丸、民生費国庫

負担金、先ほど部長が御説明いたしました児童

養護施設等の処遇改善等のための国庫支出金１

億2,900万円余りでございます。

災害復旧費国庫負担金、治山施設の災害復旧

に係る国庫負担金１億3,700万円余りでございま

す。

国庫補助金につきましては、ごらんの４つご

ざいます。今回の補正に伴う国庫補助金、合計

１億5,200万円余を計上しております。

最後に県債につきましては、今回、土木費と

しまして河川事業、治山の災害復旧費、これに

係ります県債１億3,200万円を計上しておりま

す。

私からの説明は、以上でございます。

○片寄人事課長 それでは、議案の内容につき

まして、お手元の常任委員会資料で御説明いた

します。

７ページをお願いいたします。

議案第４号「議会の議員その他非常勤の職員

の公務災害補償等に関する条例の一部を改正す

る条例」についてであります。

まず、１の改正の理由についてでございます

が、本年10月から、公務員の共済年金を厚生年

金に一元化することを目的といたしまして、被

用者年金制度の一元化等を図るための厚生年金

保険法等の一部を改正する法律が施行されたこ

とに伴いまして、議会の議員その他非常勤の職

員の公務災害補償等に関する条例につきまして、

関係規定の改正を行うものであります。
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次に、２の改正の内容等についてでございま

す。

公務上の災害につきまして、議会の議員その

他非常勤の職員につきましては、条例により損

害が補償されることとなっておりますが、一元

化法の施行に伴い、条例で引用する社会保障給

付の根拠法の名称の変更等がございましたので、

法律の名称等の改正を行うものであります。

最後に、３の施行期日等についてであります

が、公布の日から施行し、平成27年10月１日か

ら適用いたします。

説明は、以上でございます。よろしくお願い

いたします。

○吉村行政経営課長 議案第８号「行政不服審

査法施行条例」について御説明いたします。

委員会資料の８ページをお願いいたします。

まず、１の制定の理由でございますが、行政

庁の処分等に関する不服申し立ての制度につい

て定めております行政不服審査法が改正されま

して、その中で、審査請求に関する調査審議を

行う附属機関を地方公共団体に設置することな

どが規定されましたことから、この改正後の行

政不服審査法の施行に関して必要となる事項を

定めるため、今回、新たな条例を制定すること

としたものであります。

次に、２の条例の概要でございますが、（１）

の宮崎県行政不服審査会の設置等につきまして、

１で述べましたように、県に設置することとさ

れました附属機関として、宮崎県行政不服審査

会を定めることとしますとともに、その組織、

運営等に関する規定を定めるものであります。

続きまして、（２）弁明書の添付書類等でござ

いますが、審査請求の審理手続におきまして、

処分庁―処分を行った行政庁ですが―そこ

が提出するものに弁明書がありますけれども、

それに添付する書類を定めるとともに、審査請

求人等によるそれらの書類の閲覧や写しの交付

に関する規定を定めるものでございます。

３の手数料についてですが、審理手続におき

まして、審査請求人からの求めに応じて書類等

の写しを交付する場合、手数料を徴収するため

の規定を定めるものであります。

なお、手数料の額につきましては、使用料及

び手数料徴収条例で定める予定でありまして、

その改正条例を次の２月議会に提案させていた

だきたいと考えております。

（４）公表につきましては、本県における審

査請求等に係る裁決等の内容、その他処理状況

につきまして、公表するための規定を定めるも

のであります。

（５）罰則につきましては、行政不服審査会

の委員等につきまして、法律の規定に合わせま

して、条例において、職務上知ることのできた

秘密について守秘義務を課すこととしておりま

すが、その違反行為があった場合における罰則

を定めるものであります。

なお、罰則の内容につきましては、国の行政

不服審査会の委員に適用される法律の規定に準

じて定めているところでございます。

最後に、３の施行期日につきましては、行政

不服審査法の施行期日に合わせる予定としてお

ります。法律には、「政令で定める日から施行す

る」と規定されたところでございますが、今回

の条例提案の時点では、当該政令が未公布であ

りましたことから、条例には、このように「規

則で定める日」と規定しております。

なお、先週、11月26日に政令が公布されまし

て、法律の施行期日が平成28年４月１日と定め

られたところでございます。

説明は、以上でございます。よろしくお願い
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いたします。

○阪本財政課長 議案第18号「当せん金付証票

の発売について」を御説明いたします。

資料の12ページをごらんください。

当せん金付証票と、かた苦しい言葉ではござ

いますが、これは、宝くじのことでございます。

当せん金付証票法という法律がございまして、

年度内の発売額を議会の議決の範囲内で発売で

きるということになっておりまして、この上限

額を議決いただくものでございます。

２の発売金額といたしまして、120億円以内と

させていただいております。この数字は今年度、

平成27年度の議決額と同額でございます。

私からの説明は、以上でございます。

○髙林税務課長 議案第２号及び議案第３号に

つきまして、御説明いたします。

委員会資料の５ページをお開きください。

議案第２号「宮崎県税条例の一部を改正する

条例」でございます。

１の改正の理由でございますが、まず、（１）

につきましては、平成27年４月に地方税法の改

正が行われており、納税者の権利の拡充を図る

とともに、早期にかつ的確な納税の履行を確保

する観点から、①の申請による換価の猶予制度

の創設や、②のこれは既にございます徴収猶予

制度、職権による換価の猶予制度の見直しが行

われ、平成28年４月１日より施行されることと

なっております。

その中で、条例で定めることとされた事項が

ありますことから、③のその他所要の改正も含

めまして、関係規定の改正を行うものでござい

ます。

なお、国税におきましては、これと同様の猶

予制度が、ことし４月１日より先行して実施さ

れており、条例案はこれらを踏まえたものとなっ

ております。

また、（２）につきましては、行政不服審査法

の改正に伴いまして、県税条例においても改正

を要する部分があるため、関係規定の改正を行

うものでございます。

次に、２の改正の内容でございます。

（１）の①の申請による換価の猶予制度の創

設についてでございますが、換価の猶予とは、

既に差し押さえた財産については、これを猶予

期限まで換価、つまり金銭にかえないという効

果を持ちます。改正前の地方税法では、処分庁

が職権で認めるのみでございましたが、改正後

の地方税法では、新たに納税者から申請できる

こととされました。

この制度に伴い、条例で定めることとされま

した分納の方法、申請手続などの規定の整備な

どを行っております。

分納の方法につきましては、猶予に係る分納

を認めた場合は、原則として毎月分納としなが

らも、各月で収入のある年金受給者や売掛金の

支払い待ちの自営業者の方などを考慮して、指

定した月に納付させることも可能としておりま

す。

申請手続などの規定整備につきましては、的

確な納税の履行の確保の観点から、申請書に記

載すべき事項や必要な添付書類、間違っていた

場合の補正期限などについて、国税に準拠した

内容の規定としております。

次に、（１）の②の徴収猶予制度及び職権によ

る換価猶予制度についでありますが、①の申請

による換価の猶予制度と共通する分納方法や申

請手続などについては、同様の内容としている

ところでございます。

また、①と②のいずれにも共通する事項でご

ざいますが、担保の徴収基準について、条例で
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定めることとしております。

このことにつきましては、改正前の地方税法

では、猶予に係る税額が50万円以下である場合

は、原則として担保不要としておりましたが、

猶予制度を使いやすくする観点から、国税にお

いては100万円以下または猶予期間が３月以内の

場合は担保不要とする内容に大幅に緩和されて

おります。

改正後の地方税法では、この基準を各自治体

の実情に応じて条例で定めることとされました

ことから、条例案では、国税に準拠して猶予金

額100万円以下または猶予期間が３月以内の場合

について担保不要とする内容としております。

ただし、徴収確保が大前提でございますので、

監査の上でも大口滞納事案として管理されます

累積滞納額が100万円を超える場合や銀行取引停

止を受けた場合または過去の納付歴が不良で常

習的に滞納している場合など、県税の徴収確保

のため、担保を徴することが必要であると認め

られる場合につきましては、適用除外する規定

を置いております。

なお、担保となる財産がない場合につきまし

ては、改正前の地方税法では、担保を徴収する

ことができないやむを得ない理由がある場合は

担保を徴さないとされておりましたことから、

条例案にもこれと同様の規定を設けております。

（１）の③のその他所要の改正につきまして

は、条例案第７条におきまして、略称規定を置

きますことから、これは、地方税法施行令（以

下「政令」という）という略称のことでござい

ますが、これを置きますことから、もともと31

条にありました略称規定を削除し、略称後の規

定を置きかえるという改正を行っているところ

でございます。

（２）の行政不服審査法の公布に伴う所要の

改正についてでありますが、現行条例第22条で、

「不服申立て」の文言が用いられておりますが、

新しい行政不服審査法では、不服申し立ての手

続が審査請求に一元化されますことから、「不服

申立て」を「審査請求」に文言整理を行うもの

でございます。

３の施行期日でございますが、行政不服審査

法の改正に伴う改正部分を除き、地方税法の関

連規定の施行日と同じ平成28年４月１日から施

行することとしております。

続きまして、委員会資料の６ページをお開き

いただきたいと思います。

議案第３号「宮崎県森林環境税条例の一部を

改正する条例」でございます。

これにつきましては、９月議会の総務政策常

任委員会で、方向性について御報告申し上げて

おりましたが、今議会に提出させていただくこ

とといたしました。

１の改正理由でございますが、平成18年度よ

り森林環境税として、県民税均等割の超過課税

を実施しておりますが、適用期限が平成27年度

分までとなっております。

前回の県議会におきまして、知事が答弁申し

上げましたように、国土の保全や水源の涵養、

地球温暖化防止など、多面的な機能を通じて、

県民生活や県民経済に欠くことのできないさま

ざま恩恵をもたらしている森林を、県民共有の

財産として、将来に向けてしっかりと守り育て

ていくためにも、森林環境税は貴重な財源であ

りますので、平成28年度以降も超過課税措置の

適用を５年間延長させていただきたいと考えて

おります。

２の改正の内容でございますが、適用期限を

延長するため、個人につきましては、（１）の①

のとおり、平成32年度までの年度、法人につき
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ましては、②のとおり、平成33年３月31日まで

に開始する事業年度まで、それぞれ適用期限を

５年間延長する内容となっております。

また、（２）のその他所要の改正についてでご

ざいますが、常用漢字表に沿った漢字の表示と、

引用箇所をより明確にするための改正を行って

おります。

３の施行期日でございますが、（１）の適用期

限の延長につきましては、現在の適用期限が終

了する平成28年３月31日の翌日でございます平

成28年４月１日から施行することとし、②のそ

の他の改正は公布の日から施行することとして

おります。

説明は、以上でございます。

○平原市町村課長 委員会資料の11ページをお

願いいたします。

議案第10号「宮崎県住民基本台帳法施行条例

の一部を改正する条例」について御説明いたし

ます。

まず、１の改正の理由でありますが、住民基

本台帳法の一部改正及び宮崎県行政手続におけ

る特定の個人を識別するための番号の利用等に

関する法律に基づく個人番号の利用及び特定個

人情報の提供に関する条例の制定に伴いまして、

関係規定の改正を行うものであります。

次に、２の改正内容についてであります。

まず、（１）の住民基本台帳法の一部改正によ

るものでございますが、これは、平成28年１月

１日から個人番号、いわゆるマイナンバーでご

ざいますが、マイナンバーの利用が開始される

ことに伴いまして、住民基本台帳法が改正され

まして、住所、氏名、生年月日などの本人確認

情報に個人番号が追加されますことから、本条

例の都道府県知事保存本人確認情報に個人番号

を加えますとともに、引用条文の変更を行うも

のでございます。

次に、（２）の番号条例の制定によるものにつ

いてであります。

番号条例案につきましては、本日、総合政策

部から説明がなされたものと思いますが、その

中で、私立高等学校等就学支援金の交付に関す

る事務など７項目の事務が、個人番号を独自利

用できる事務として定められております。

これらの個人番号を利用する事務につきまし

ては、住民基本台帳ネットワークシステムを利

用しまして、本人確認を行うことが見込まれま

すことから、本条例におきましても、番号条例

と連動する形で、都道府県知事保存本人確認情

報の利用や提供ができる事務として追加するも

のでございます。

最後に、３の施行期日は、個人番号の利用が

開始されます平成28年１月１日からといたして

おります。

以上でございます。よろしくお願いいたしま

す。

○都原消防保安課長 常任委員会資料の９ペー

ジをお開きください。

議案第９号「宮崎県における事務処理の特例

に関する条例の一部を改正する条例」について

あります。

まず、１の改正の理由でございますが、火薬

類取締法などに基づく知事の権限に属する事務

の一部について、住民の利便性の向上や事務処

理の効率化等の観点から、事務処理を希望する

市町村に移譲を行うため、条例の一部改正を行

うものであります。

次に、２の改正の内容といたしましては、移

譲する事務の内容及び移譲市町村でございます

が、まず、（１）の火薬類取締法につきましては、

煙火の消費、いわゆる花火の打ち上げの許可や
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打ち上げ場所への立入検査など８つの事務を既

に17市町村に移譲しております。

今回は、諸塚村及び美郷町にも移譲するもの

であります。

また、（２）の液化石油ガス法につきましては、

現在、６市に移譲しておりますいわゆるＬＰガ

スの設備工事に関する届け出の受理などの６つ

の事務を西都市にも移譲するものであります。

最後に、３の施行期日につきましては、平成28

年４月１日から施行することとしております。

説明は、以上でございます。

○清山委員長 執行部の説明が終了しました。

議案について質疑はありませんか。

○丸山委員 ６ページの森林環境税、これは、

林活議連を中心にいろいろ調査をして、制定さ

れたと思っているんですが、延長することは、

必要だろうと思ってるんですが、延長に関して

の県民の意見は聞くんでしょうか。

○髙林税務課長 県民の方の意見につきまして

は、環境森林部でパブコメを実施したり、森林

環境税の検討委員会がございますので、そういっ

たところで意見を聞いたり、検討されていると

ころでございます。

○丸山委員 条例を改正するに当たって、どの

ような意見があったか、具体的に聞いていらっ

しゃるんでしょうか。

○成合総務部長 環境森林部の資料によります

と、県民アンケートでは、継続に賛同する意見

が70％、７割を超えているということ。それに

地域意見交換会もかなり実施されておりまして、

継続の意見が多かったと。

それから、有識者から成る森林環境税の活用

検討委員会というのが開かれていますけれど、

その場においても、継続すべきという意向が示

されたと伺っております。

○丸山委員 恐らく使用するのは環境森林部が

やると思っておりますけども、条例を出すのは

総務部ということで、その辺の連携をうまく、

今後ともしっかりとっていただいて。県民から

貴重な、別枠として法定外にもらうということ

でありますので、説明責任が我々も―どのぐ

らい説明があったのかというのも、部長の説明

でわかりましたので、今後ともしっかりと、徴

収も含めてやっていただきたいと思っておりま

す。

○来住委員 関連して、今の議案第３号に係る

ことですけれど、具体的にこの森林環境税の実

績、個人と法人と、いわゆる歳入の金額はわか

るんでしょうか。

○髙林税務課長 森林環境税の税収の実績でご

ざいますけれど、平成26年度でございますと、

個人分につきまして約２億4,000万円、法人分に

つきましては約5,600万円、合わせて約３億円の

税収でございます。

また、27年度の税収見込みにつきましても、

同様の２億4,400万円、法人も5,600万円、合せ

て約３億円を見込んでいるところでございます。

○来住委員 これをもとにした事業は、当然、

環境森林部が事業はされていくと思うんですけ

れど、具体的に主なものはどういうことを―

皆さんのところでわかっていらっしゃれば……。

例えば、平成27年度はどういう事業をされてい

るのか、わかるんだったら教えてください。部

が違いますから、簡単じゃないと思いますが。

○阪本財政課長 申しわけありません、手元に

資料がないんですけれども、直接ハード整備に

は、ほとんど使っていないんですけれど、環境

に関するいろんな啓発ですとか、そういった事

業に充てられております。

○髙林税務課長 これまで４年間の活用等の例
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として、お聞きしてるところでは、３つの柱の

もと、１つは県民の理解と参画による森林づく

りということで、森林ボランティアづくりの活

動の支援だとか、ボランティア参加者への促進

のための事業、それと、公益的機能を重視した

森づくりという事業では、広葉樹の植栽とか、

針葉樹と広葉樹が混合した森林へ誘導するため

の間伐の支援等を行っておりまして。あと、資

源の循環利用による森林づくりにつきましては、

県産材利用の普及啓発、ＰＲなどを行っている

と聞いているところでございます。

○来住委員 済みません、よろしいです。あり

がとうございます。

○清山委員長 ほかはございますか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○清山委員長 なければ、次に、報告事項に関

する説明を求めます。

○菓子野総務課長 損害賠償額を定めたことに

つきまして、御報告を申し上げます。

お手元の常任委員会資料の13ページをお開き

いただきたいと思います。

この表は、今議会提出報告書３ページからの

抜粋であります。

平成27年６月22日に、宮崎銀行霧島町支店の

駐車場におきまして、宮崎県税・総務事務所の

職員が、公用車から下車する際、運転席側のド

アが、隣に駐車しておりました相手方車両のド

アミラーに接触したものでございます。

事故原因は、職員の安全確認不足によるもの

でありまして、過失は全て県側にございます。

損害賠償額は２万3,284円で、任意保険により

全額支払われているところでございます。

交通事故防止につきましては、日ごろから注

意を喚起しているところでございますけれども、

再発防止に向けて指導をさらに徹底してまいり

たいと考えております。

説明は、以上でございます。

○清山委員長 執行部の説明が終了しました。

報告事項についての質疑はございますか。

○来住委員 正式なこっちの報告書で、ことし

８月25日に、都城の上長飯町の県営住宅南団地

で発生した事故で、かなり多くの車が破損、傷

を受けたりして、その補償をされているんです

けれど、この事故の内容について、報告をお願

いしたいと思います。

○阪本財政課長 総務部所管ではございません

けれども、全部で損害賠償の報告が36件、814

万9,000円ございます。

このうち26件、金額にいたしまして742万5,000

円余り、これが今、来住委員からお話のありま

した台風15号によりまして、都城の一万城南団

地、それと、一部宮崎市の花ケ島団地もござい

ます。

県営住宅の屋根が強風により吹き飛びまして、

その破片が駐車中の車両等に当たりまして傷を

つけたということによりまして、この賠償の責

任を負うことになったというものでございます。

○来住委員 車が傷を受けてるみたいですから、

多分、夜中に起こったのか、人的被害はなかっ

たのかというのと、もう一つ、屋根が飛んだと

いうことになりますと、ただ事じゃないんです

が、例えば昼間にそういうことが起こると、現

実に、車では済まないことが起こってしまうん

ですが、その対策とか、そういうのはどうなん

ですか。

○阪本財政課長 これは夜間に起こった事故で、

翌朝気がついたということでございます。幸い、

今回、人的な被害はございませんでしたが、今、

委員がおっしゃったとおり、これは、一歩間違

うと人命にかかわることでございます。
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この件につきまして、県土整備部でも、直ち

に全ての県営住宅の施設について全てチェック

をしたところでございます。

○来住委員 所管部が違うから、詳しくわから

ないんでしょうけれど、ちょっとイメージがわ

からないんです。たくさんの車に傷をつけたと

いうことになりますと、屋根がたくさんの破片

に分かれて飛んでいったのか。一つ一つだった

ら、それほどはないと思うんですが、どんな飛

び方をしたんだろうかなと思いますけれど。

○阪本財政課長 おっしゃるとおりです。車両

自体が、並列してとまっておりますので、そん

なに広範囲ではないんですけれども……。これ

は想像ですけれど、恐らく一度にではなくて、

一旦剥がれたものが、そこから次々と剥がれて

いったんではないのかなと想像するんですけれ

ども、そういったことで、ある程度広範囲にわ

たったものでございます。

○来住委員 結構です。

○清山委員長 その他、ございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○清山委員長 次に、その他の報告事項に関す

る説明を求めます。

○平原市町村課長 委員会資料の14ページをお

願いいたします。

議案第９号関連の「宮崎県における事務処理

の特例に関する条例の一部を改正する条例」に

ついて御報告をいたします。

県では、住民に身近な行政サービスは、でき

る限り住民に身近な市町村で担うということを

基本に、知事の権限に属する事務について取り

扱いを希望する市町村への権限移譲を行ってお

ります。

今回は、２の改正の概要にありますとおり、

まず、（１）の取り扱いを希望する市町村に権限

を移譲するものが、先ほど消防保安課から説明

がございました煙火の消費の許可に関する事務

など５項目、（２）の法令の改廃に伴い削除する

ものが、電子署名に係る認証業務に関連する事

務など２項目の計７項目の条例改正をお願いし

ております。

この議案につきましては、関係する常任委員

会に分割付託をするということにされておりま

すので、それぞれの内容についての説明は省略

をさせていただきます。

次に、15ページをお願いいたします。

参考といたしまして、平成17年度からの移譲

事務数の推移と、これは、市町村別の条例改正

施行後の移譲事務の見込み数を掲載しておりま

すので、後ほどごらんいただきたいと思います。

報告は、以上でございます。

○清山委員長 執行部の説明が終了しました。

質疑はありませんか。

○満行委員 権限移譲の推移を見ると、平成26

年あたりから、1,310事務、89法令で推移してる

んですが、国の想定でいくと、これ以上権限移

譲の事務は広がらないというふうに、これは見

てもよろしいんでしょうか。

○平原市町村課長 おっしゃるとおり、最近ずっ

と横ばいというか―これは累計の数字でござ

いまして、実際に現在、移譲しておりますのは、

ピーク時が平成26年の事務でございまして、そ

れから少し下がってきているような状態でござ

います。これは、法令が廃止されたりすると減っ

ていきますので、そういうことで、実際に減っ

ております。権限移譲については、大枠でいい

ますと、もう頭打ちなのかなと思っております

が、ただ、今回も、既にほかの幾つかの市町村

で移譲されている部分について、移譲が拡大し

たというようなことがございますので、そうい
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うところも、できるだけ広がりができていくよ

うに努力していきたいと考えております。

○満行委員 1,300余りの事務のうち、一番多い

のが、宮崎市が735ですよね。あと、町村を見る

と、ほぼ210、220ぐらいで、同じぐらいの実績

なんですけども、なかなか市町村が手を挙げな

い理由というのは、幾つかあるんだろうと思う

んですけれど、移譲が進まない主な原因等があっ

たらお知らせください。

○平原市町村課長 宮崎市が突出して多いのは、

宮崎市は中核市でございまして、保健所を自前

で持っておりますので、それと関連して一緒に

やったほうがいい事務、医療とか福祉とか環境

とか、そういう分野の事務を引き受けていただ

いているのが多いので、このような形になって

います。

同じように、規模の大きい都城市、延岡市は、

宮崎市と同じような事務を一部受けていただい

ております。

それ以外のところについては、大体、200か

ら300ということで、そんな大きな違いはないの

ですが、やはり小さい町村になりますと、事務

処理の手間が大変ということで、難しい面もあ

ろうかと思います。

一方、見ていただくと、椎葉村が307件という

ことで、結構移譲を受けていただいております。

これは、椎葉から県の出先機関のある日向市ま

で結構遠いということもありまして、いろんな

医療関係とかの受理事務、受け付け事務を村の

ほうで受けていただいているというようなこと

がございます。

○満行委員 権限移譲をしてもらっても、それ

に伴う財源が保障されてないということで、小

さな自治体ほど二の足を踏むのかなと思います。

ぜひ、国に対して、権限移譲プラス財源の移譲

というのもあわせて、機会あるごとに要望して

いただきたいなと思っております。

○平原市町村課長 県から、条例で市町村に移

譲しました事務につきましては、標準的にどの

ぐらい事務量がかかるかということを算定いた

しまして、交付金を前年度の実績に基づいて交

付する形にしております。

それから、国が法令改正等で、直接市町村に

権限を譲る場合もございますが、これについて

は国で、基本的には財源を伴ってということで

考えられておりますので、今後ともその辺につ

いては、十分に財源保障するように要望してい

きたいと思っております。

○坂口委員 関連して。今のところだと思うん

です。やっぱりこれは、取扱件数によって、１

件の取扱事務に要するコストというのは、格段

の差があるんです。年間何百件も取り扱うとこ

ろと、年間に数件のところで、それは当然かか

るコストが違いますよ。

ですから、これは基準財政需要額の中にカウ

ントして、補正係数で補正していくという、そ

ういった実態に応じた……。そこがないと、今

言われるとおりで、事務費が出てこないから嫌

だというのが大きい理由を占めてて、一定の限

界が来ているんじゃないかと思うんですけれど、

そこらはやはり、今後、国へ見直しを要望する

必要性はあるんじゃないかと思うんですけれど、

これは、財政課長でもいいんですけれども、ど

んなですか。

○平原市町村課長 個別の事務については、な

かなか難しい面があろうかと思いますが、言わ

れるように、市町村にとってはやはり事務費を

確保しないと、実際、事務が滞ってしまうとい

うこともございますし、一方では、できるだけ

近いところで事務を処理していただくというこ
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とが大事ですので、その辺も踏まえながら、国

にも機会があれば要望していきたいと思ってい

ます。

○坂口委員 例えば、有害鳥獣なんかの駆除の

許可も、これが市町村に全部行ってればいいん

ですけれど、これなんかにばらつきがあると、

有害鳥獣なんて市町村間をまたいで移動してい

く。ドンとならせば、隣の町に入っていくわけ

で。

これも一斉に……。でないと、うちの町は、

町の申請があったから出した。うちは、県が所

管してるから、全然関係ないとか、住民から上

がってきてないとかという差があったときに、

よかれと思ってやった権限移譲が、結果的には

成果が出ないというところにつながりかねない

こともあり得る。

鳥の保護と狩猟というのも、ここに出てきて

ますけれど、同じ感覚で同じようにやっていか

れないとだめだから、これは、譲るもの、譲ら

ないものということで、挙手方式じゃなくて、

よりサービスの質が高まるとか、よりふさわし

いものに対しては、法律としてどの自治体へや

るんだということを決めて、自由枠としてしっ

かり担保していくということにつなげないと、

権限移譲の一つの試行期間だったという感覚で、

最終的にどう仕上げるかという作業は、求めて

いくべきだと思うんです。

○平原市町村課長 有害鳥獣の関係につきまし

ては、ほとんどの市町村で受けていただいてお

りますが、言われるような、どの市町村でも実

際にやるべき事務については、できるだけ法律

段階から市町村におろしていくということは重

要かなと思っております。

○清山委員長 その他、ございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○清山委員長 ないようですので、次に、請願

の審査に移ります。

第３号については、県執行部の所管ではあり

ませんが、国の動き等、補足説明がもしあれば、

お願いいたします。

○髙林税務課長 国税の所得税法第56条につい

て、概要を御説明したいと思います。

これは、個人事業者が生計を一にする家族従

業員に給与を支払った場合の必要経費の取り扱

いを規定したものでございます。

このことにつきましては、所得税法の流れに

沿って御説明したいと思います。

まず、所得税法第37条では、総収入を得るた

めに直接要した費用は必要経費となるというこ

とになっております。

しかし、一方で、この56条では、事業者が生

計を一にする配偶者やその他の親族に給与を支

払ったとしても、その給与は必要経費として算

入しないこととされております。

この条文につきましては、昭和25年の税制改

正で、それまで世帯単位の課税をとっておった

所得税が、個人を課税単位とすることに改正さ

れたもので、背景といたしましては、家族間の

恣意的な所得分配を防ぐ必要性から、また、当

時は企業と家計の分離が不明確で、家族に対す

る給与の支払いの慣行も乏しいのが、一般的な

社会状態であったためと言われております。

しかしながら、それ以降、社会経済情勢の変

化から、生計を一にする家族従業員の給与につ

きまして、この56条の特例といたしまして、57

条が規定されております。

その57条におきましては、青色申告事業者に

つきましては、生計を一にする親族への給与を

支払った場合は、必要経費に算入することが認

められており、労務の対価として相当であると
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認められるものにつきましては、額の制限はな

いところでございます。

また、白色の事業者につきましても、配偶者

であれば86万円、それ以外の専従者につきまし

ては50万円の専従者控除が認められているとこ

ろでございます。

概要だけ御説明させていただきました。

○清山委員長 ありがとうございます。

それでは、委員から何か質疑はありませんか。

○来住委員 紹介議員の１人になってるもので

すから、お尋ねしたいと思うんですけれど、私

自身が紹介議員になった最大の理由は、おっしゃ

るとおり、つまり家族、奥さんだとか、息子さ

んとか娘さんとか、そういう方々のいわゆる労

働の対価がしっかり正確に評価されない。86万

円と50万円ということになっていまして、それ

がまさに基本的人権だとか、個人の尊厳だとか、

両性の平等だとか、そういう憲法上の問題とし

て見過ごすことができない問題でありまして、

そういうこともあって紹介議員になっているん

ですけれど。

もとをただせば、明治20年につくられている

税法、その税法が、第１条で「同居の家族に属

する者は、全て戸主の所得に合算するもの」と、

こうなってまして、ここの流れがあると思いま

す。つまり、家父長制度がそのまま残っている

と思うんですけれど、それについての意見は、

もう皆さんは全然、関係ないわけですから。

それで、お聞きしたいのは、この請願で、こ

とし10月１日時点で、416の自治体がこの56条の

廃止を求める意見書を採択してるというように

出しているんですけれど、これは確認、調べら

れたことがあるかどうか、ちょっと念のために

お聞きしたいんですが、416となっておりますが。

○髙林税務課長 そのことについては調べてお

りません。

○来住委員 いないですね。

○髙林税務課長 はい。

○来住委員 わかりました。結構です。

○清山委員長 その他、ございますか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○清山委員長 それでは、以上をもって総務部

を終了いたします。

執行部の皆様、お疲れさまでした。

暫時休憩いたします。

午後１時53分休憩

午後１時57分再開

○清山委員長 委員会を再開いたします。

皆様にお伺いしますが、本日の審査内容を踏

まえ、御意見があればお願いいたします。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○清山委員長 よろしいでしょうか。

次に、採決についてでございますが、委員会

日程の最終日に行うことになっておりますので、

あした４日に行いたいと思います。開会時刻は

１時としたいと思いますが、よろしいでしょう

か。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○清山委員長 それでは、そのように決定いた

します。

その他で何かございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○清山委員長 何もないようでしたら、本日の

委員会を終了いたしたいと思います。

午後１時58分散会
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午後１時０分再開

出席委員（８人）

委 員 長 清 山 知 憲

副 委 員 長 島 田 俊 光

委 員 坂 口 博 美

委 員 星 原 透

委 員 丸 山 裕次郎

委 員 満 行 潤 一

委 員 新 見 昌 安

委 員 来 住 一 人

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

事務局職員出席者

議 事 課 主 幹 鬼 川 真 治

総務課主任主事 日 髙 真 吾

○清山委員長 委員会を再開いたします。

まず、議案の採決を行いますけれども、採決

の前に、各議案につきまして、賛否も含めて、

もし御意見があればお願いいたします。

○来住委員 11議案が議題になってますけれ

ど、11議案中、第６号、第７号、第10号の３つ

の議案に対しては同意できませんから、反対の

……。マイナンバーとの関係になっているもの

ですから、同意できませんので、前もって発言

しておきたいと思います。

○清山委員長 わかりました。

ほかに何かございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○清山委員長 特にありませんか。

それでは、これより議案の採決を行います。

議案の採決につきましては、一部を個別採決、

残りを一括採決とさせていただいてよろしいで

しょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○清山委員長 それでは、議案により賛否が分

かれるという御意見もいただきましたので、ま

ず、議案第６号について採決を行います。議案

第６号は「宮崎県行政手続における特定の個人

を識別するための番号の利用等に関する法律に

基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供

に関する条例」です。この議案第６号について、

原案のとおり可決することに賛成の方の挙手を

お願いします。

〔賛成者挙手〕

○清山委員長 挙手多数、よって、議案第６号

については、原案のとおり可決すべきものと決

定いたしました。

次に、議案第７号「宮崎県電子署名に係る地

方公共団体の認証業務に関する法律施行条例を

廃止する条例」について、原案のとおり可決す

ることに賛成の方の挙手をお願いいたします。

〔賛成者挙手〕

○清山委員長 挙手多数、よって、議案第７号

については、原案のとおり可決すべきものと決

定いたしました。

続いて、議案第10号「宮崎県住民基本台帳法

施行条例の一部を改正する条例」について、原

案のとおり可決することに賛成の方の挙手をお

願いいたします。

〔賛成者挙手〕

○清山委員長 挙手多数、よって、議案第10号

については、原案のとおり可決すべきものと決

定いたしました。

次に、残りの議案第１号、２号、３号、４号、

８号、９号、14号、18号について、一括して採

平成27年12月４日(金)
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決をいたします。各号議案につきましては、原

案のとおり可決することに御異議ございません

か。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○清山委員長 御異議なしと認めます。よって、

各号議案につきましては、原案のとおり可決す

べきものと決定いたしました。

続きまして、請願第３号「所得税法第56条の

廃止を求める意見書を国に提出することを求め

る請願」についてでございますが、この請願の

取り扱いも含めて、御意見をお願いいたします。

○満行委員 請願の紹介議員にもなっておりま

すが、この所得税法第56条、これは本当に、も

う現代には即応しない、一刻も早く改正が必要

じゃないかと。白色だろうが青色だろうが、同

じ扱いになるべきだと思いますので、ぜひ採択

をお願いしたいと思います。

○清山委員長 その他、ございますか。

○丸山委員 満行委員が言われることは十分わ

かっているんですが、我々もまだ十分に調査と

か、どういう影響かわからないもんですから、

できれば継続審査にしていただけないかなとい

う思いがあります。

○新見委員 この請願の趣旨のところに書いて

ありますように、確かに全国では400を超える自

治体が、この意見書を国に出してる状況はよく

理解できますが、先ほど丸山委員も言われたよ

うに、今回、この請願者が説明に来るというこ

とだったんですけれど、私たちが受け切れなかっ

たもんですから、なおかつもうちょっと勉強さ

せていただきたいとも思っておりますので、丸

山委員同様、私も、継続にしていただければと

思います。

○清山委員長 ほかにございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○清山委員長 それでは、請願第３号について

お諮りいたします。まずは、この請願第３号を

継続審査とすることに、賛成の方の挙手を求め

ます。

〔賛成者挙手〕

○清山委員長 挙手多数、よって、請願第３号

は継続審査とすることに決定いたしました。

続きまして、委員長報告骨子（案）について

でございますが、委員長報告の項目及び内容に

ついて、御意見があればお願いいたします。

暫時休憩します。

午後１時７分休憩

午後１時８分再開

○清山委員長 委員会を再開いたします。

委員長報告につきましては、正副委員長に御

一任いただくことで、御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○清山委員長 それでは、そのようにいたしま

す。

閉会中の継続調査についてお諮りいたします

が、総合政策及び行財政対策に関する調査につ

いては継続調査としたいと思いますが、御異議

ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○清山委員長 御異議ありませんので、この旨、

議長に申し出ることといたします。

次に、閉会中の委員会について、御意見を伺

いたいと思います。

暫時休憩いたします。

午後１時８分休憩

午後１時11分再開

○清山委員長 委員会を再開いたします。

次回の閉会中の委員会は、１月28日の予定と
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させていただきます。その点について、ほかに

御意見・御要望はございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○清山委員長 それでは、そのようにいたしま

す。

その他で何かございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○清山委員長 それでは、以上で委員会を終了

いたします。

午後１時12分閉会


